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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

 
(注) １  売上高には、消費税等を含みません。 

２  「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、潜在株式が存在しないため記載していません。 

３  第72期の「自己資本利益率」、「株価収益率」及び「配当性向」については、当期純損失であるため記載し
ていません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次 第69期 第70期 第71期 第72期 第73期

決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

(1) 連結経営指標等       

売上高 (百万円) 1,838,622 1,434,365 1,014,345 647,652 635,422 

経常利益又は経常損失(△) (百万円) 448,695 364,324 128,101 △60,863 10,482 

当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(百万円) 279,089 228,635 77,621 △43,204 7,099 

包括利益 (百万円) ― ― 47,659 △51,045 49,307 

純資産額 (百万円) 1,253,931 1,336,585 1,281,861 1,191,025 1,227,520 

総資産額 (百万円) 1,810,767 1,760,986 1,634,297 1,368,401 1,447,878 

１株当たり純資産額 (円) 9,804.97 10,450.33 10,022.26 9,313.15 9,598.22 

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(円) 2,182.32 1,787.84 606.99 △337.86 55.52 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) 69.25 75.89 78.42 87.03 84.77 

自己資本利益率 (％) 22.47 17.65 5.93 ― 0.59 

株価収益率 (倍) 13.04 17.51 37.02 ― 182.10 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 287,800 160,337 78,103 △94,955 △40,390 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △174,363 △12,728 △154,038 △164,392 89,104 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △227,654 △133,847 △102,456 △39,823 △12,873 

現金及び現金同等物の 
期末残高 

(百万円) 894,129 931,333 724,366 407,186 469,395 

従業員数 
[外、平均臨時従業員数] 

(人) 
4,130 
[1,136]

4,425 
[1,081]

4,712 
[1,114]

4,928 
[803]

5,080 
[753]

(2) 提出会社の経営指標等      

売上高 (百万円) 1,672,546 1,214,481 807,361 531,709 607,696 

経常利益又は経常損失(△) (百万円) 377,428 293,982 73,116 △56,665 23,038 

当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(百万円) 226,264 183,548 37,571 △37,923 14,028 

資本金 (百万円) 10,065 10,065 10,065 10,065 10,065 

発行済株式総数 (千株) 141,669 141,669 141,669 141,669 141,669 

純資産額 (百万円) 1,035,317 1,083,089 1,015,695 940,644 948,870 

総資産額 (百万円) 1,524,793 1,444,911 1,301,207 1,068,462 1,120,462 

１株当たり純資産額 (円) 8,095.71 8,469.43 7,942.63 7,355.81 7,420.20 

１株当たり配当額 
(内、１株当たり中間配当額) 

(円) 
1,440.00 
(660.00)

930.00 
(270.00)

450.00 
(140.00)

100.00 
(0.00)

100.00 
(0.00)

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(円) 1,769.26 1,435.27 293.80 △296.56 109.70 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) 67.90 74.96 78.06 88.04 84.69 

自己資本利益率 (％) 21.81 17.33 3.58 ― 1.48 

株価収益率 (倍) 16.08 21.81 76.48 ― 92.16 

配当性向 (％) 81.39 64.80 153.16 ― 91.15 

従業員数 
[外、平均臨時従業員数] 

(人) 
1,545 
[409]

1,639 
[290]

1,744 
[187]

1,833 
[197]

1,945 
[210]
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当社及び当社の関係会社(当社、子会社29社及び関連会社５社［平成25年３月31日現在］により構成)においては、

ホームエンターテインメントの分野で娯楽製品の開発、製造及び販売等を事業としています。主な製品は、コンピュ

ーターを利用した娯楽機器である「レジャー機器」とトランプ・かるた等に分類されます。「レジャー機器」とは、

携帯ゲームやホームコンソールゲームのハードウェア及びソフトウェアであり、当社及び関係会社が開発し、主とし

て当社において製造し、国内では主に当社が、海外では主に関係会社が販売しています。 

当社及び主な関係会社の位置付けは次のとおりです。なお、単一セグメントのため、セグメント情報に関連付けた

記載を行っていません。 
  

[開発] 

任天堂株式会社、Nintendo Technology Development Inc.、Nintendo Software Technology Corporation、 

Retro Studios, Inc.、Nintendo European Research and Development SAS、 

エヌディーキューブ株式会社、１－ＵＰスタジオ株式会社、株式会社モノリスソフト、マリオクラブ株式会社 
  

[製造] 

任天堂株式会社 
  

[販売] 

任天堂株式会社、Nintendo of America Inc.、Nintendo of Canada Ltd.、Nintendo of Europe GmbH、 

Nintendo France S.A.R.L.、Nintendo Benelux B.V.、Nintendo Iberica, S.A.、 

Nintendo Australia Pty. Ltd.、Nintendo RU LLC.、 

任天堂溥天股分有限公司、韓国任天堂株式会社、神游科技有限公司、任天堂(香港)有限公司 
  

[その他] 

SiRAS.com Inc.、任天堂ネットワークサービス株式会社 

  

２ 【沿革】

昭和22年11月 かるた・トランプ類の製造・販売会社として京都市東山区今熊野東瓦町に、株式会社丸福とし
て発足。 

昭和24年９月 丸福かるた販売株式会社に社名変更。 

昭和25年３月 任天堂かるた株式会社に社名変更するとともに、合名会社山内任天堂(現  株式会社山内)より
大統領印等のかるたの製造業務を継承。 

昭和26年７月 任天堂骨牌株式会社に社名変更。 

昭和27年10月 京都市内に分散していた製造場を、京都市東山区福稲上高松町にまとめ、工場(現  京都リサー
チセンター)を設置。 

昭和34年９月 本社を京都市東山区福稲上高松町60番地に移転。 

昭和36年９月 東京都に東京支店を設置。 

昭和37年１月 大阪証券取引所市場第二部及び京都証券取引所に株式を上場。 

昭和38年10月 任天堂株式会社(現商号)に社名変更。 

昭和39年４月 大阪市に大阪営業所(現  大阪支店)を設置。 

昭和43年６月 京都府宇治市に宇治工場(現  任天堂サービスセンター)を設置。 

昭和45年７月 大阪証券取引所市場第一部に指定。 

昭和55年４月 アメリカ、ニューヨーク州に現地法人Nintendo of America Inc.を設立。 

昭和57年２月 アメリカ、ワシントン州に新たに現地法人Nintendo of America Inc.(現  連結子会社)を設立
し、既存のニューヨーク州法人を吸収合併。 

昭和58年７月 東京証券取引所市場第一部に株式を上場。 

昭和58年11月 京都府宇治市に新工場(現  宇治工場)を設置。 

平成２年２月 ドイツに現地法人Nintendo of Europe GmbH(現  連結子会社)を設立。 

平成５年２月 フランスに現地法人Nintendo France S.A.R.L.(現  連結子会社)を設立。 

平成５年11月 京都府宇治市に新工場(現  宇治大久保工場)を設置。 

平成12年11月 本社を京都市南区上鳥羽鉾立町11番地１(現在地)に移転。 

平成18年７月 韓国に現地法人韓国任天堂株式会社(現  連結子会社)を設立。 

３ 【事業の内容】
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(事業系統図) 

前述の事項を事業系統図によって示すと次のとおりです。 
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(1) 連結子会社 

４ 【関係会社の状況】

名称 住所
資本金又 
は出資金

主要な 
事業の内容

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

役員の兼任等

資金 
援助

営業上の取引
設備の 
賃貸借

当社 
役員 
(人)

当社 
従業員
(人)

Nintendo of America Inc. 
※１,２ 

アメリカ 
110,000 
千US$ 

販売 100 １ ― ― 当社製品の購入 ― 

Nintendo of Canada Ltd. カナダ 
4,000 
千Can$ 

販売 
100

(100)
１ ― ―

Nintendo of America Inc.
から当社製品の購入 

― 

Nintendo of Europe GmbH 
※１,２ 

ドイツ 
30,000 
千EUR 

販売 100 ― １ ― 当社製品の購入 ― 

Nintendo France S.A.R.L. 
※１ 

フランス 
10,000 
千EUR 

販売 100 ― １ ―
Nintendo of Europe GmbH
から当社製品の購入 

― 

Nintendo Benelux B.V. オランダ 
6,800 
千EUR 

販売 100 ― １ ―
Nintendo of Europe GmbH
から当社製品の購入 

― 

Nintendo Iberica, S.A. スペイン 
3,000 
千EUR 

販売 
100

(100)
― １ ―

Nintendo of Europe GmbH
から当社製品の購入 

― 

Nintendo RU LLC. ロシア 
104 

百万RUB 
販売 

100
(100)

― ― ― ― ― 

Nintendo Australia Pty.  
Ltd. 

オースト
ラリア 

8,500 
千AS$ 

販売 100 ― １ ― 当社製品の購入 ― 

任天堂溥天股分有限公司 台湾 
5,000 
千NT$ 

販売 100 ― ５ 有 当社製品の購入 ― 

韓国任天堂㈱ 
※１ 

韓国 
25,000 
百万KRW 

販売 100 ― ５ 有 当社製品の購入 ― 

神游科技有限公司 
※１ 

中国 
26,000 
千US$ 

販売 
100

(100)
― １ ―

当社パーツの購入及び生産
と販売のライセンスの受託 

― 

Nintendo Technology 
Development Inc. 

アメリカ 
1 

US$ 
開発 100 ３ ― ―

ハードウェアのOS等の受託
開発 

― 

Nintendo Software 
Technology Corporation 

アメリカ 
20 

千US$ 
開発 100 １ ― ― ソフトウェアの受託開発 ― 

SiRAS.com Inc. アメリカ 
900 

千US$ 
その他 

100
(100)

１ ― ―
Nintendo of America Inc.
が販売した当社製品の電子
登録管理 

― 

Retro Studios, Inc. 
※１ 

アメリカ 
10,001 
千US$ 

開発 100 １ ― 有 ソフトウェアの受託開発 ― 

任天堂(香港)有限公司 中国 
49,300 
千HK$ 

販売 100 ― ２ ―
当社製品の購入及び当社製
品生産用部材調達代行の受
託 

― 

Nintendo European  
Research and Development 
SAS 

※３ 

フランス 
300 

千EUR 
開発 

97
(97)

― １ ― ソフトウェアの受託開発 ― 

エヌディーキューブ㈱ 
東京都 
中央区 

483 
百万円 

開発 96 ２ ― ― ソフトウェアの受託開発 ― 

１－ＵＰスタジオ㈱ 
※４ 

東京都 
千代田区 

90 
百万円 

開発 100 ― ３ ― ソフトウェアの受託開発 
建物を賃
借 

㈱モノリスソフト 
東京都 
目黒区 

75 
百万円 

開発 97 ― ２ ― ソフトウェアの受託開発 ― 

任天堂ネットワークサービ
ス㈱ 

※５ 

東京都 
千代田区 

480 
百万円 

その他 100 ― ４ 有
当社製品を使用するネット
ワークシステムの利用 

当社所有
の建物を
賃借 

マリオクラブ㈱ 
京都市 
東山区 

450 
百万円 

開発 100 １ ３ ―
ソフトウェア等の検査の受
託 

当社所有
の建物を
賃借 
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(注) １  上記のほか、連結子会社が６社あります。 

２  議決権の所有割合の(  )内は間接所有割合で内書きで記載しています。 

３  ※１  特定子会社に該当しています。 

４  ※２  連結売上高に占める当該連結子会社の売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の割合が100分の

10を超えています。主要な損益情報等は次のとおりです。 

 
５  ※３  Nintendo European Research and Development SASは、Mobiclip SASより名称変更しました。 

６  ※４  １－ＵＰスタジオ㈱は、㈱ブラウニー・ブラウンより名称変更しました。 

７  ※５  任天堂ネットワークサービス㈱は、Wiiの間㈱より名称変更しました。 

  

(2) 持分法適用関連会社 

 
(注)  上記のほか、持分法適用関連会社が２社あります。 

  

名称
売上高

 
(百万円)

経常利益又は
経常損失(△)
(百万円)

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円)

純資産額

(百万円)

総資産額
 

(百万円)

Nintendo of America Inc. 233,184 △26,517 △17,157 179,253 264,446 

Nintendo of Europe GmbH 155,233 1,088 796 62,782 113,299 

名称 住所
資本金又 
は出資金

主要な 
事業の内容

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

役員の兼任等

資金 
援助

営業上の取引
設備の 
賃貸借

当社 
役員 
(人)

当社 
従業員
(人)

㈱ポケモン 
東京都 
港区 

365 
百万円 

ポケモン関
連商品の販
売及びライ
センス 

32 ― １ ―
当社製品の購入及び製品の
製造委託 

― 

㈱ワープスター 
東京都 
千代田区 

10 
百万円 

アニメーシ
ョン制作及
び知的財産
権の管理 

50 ― ３ ― 商品化権管理の受託 
当 社 所 有
の 建 物 を
賃借 
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当社グループ(当社及び連結子会社)は単一セグメントのため、セグメント情報に関連付けた記載を行っていませ

ん。 

  

(1) 連結会社の状況 

平成25年３月31日現在

 
(注) １  従業員数は就業人員数であり、当社グループからグループ外部への出向者を除き、グループ外部から当社グ

ループへの出向者を含みます。また、常用パートタイマーを含みます。 

２  臨時従業員数は［  ］内に年間の平均雇用人員を外書きで記載しており、雇用期間の定めのある社員及びパ
ートタイマー等を含み、派遣社員を除いています。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成25年３月31日現在

 
(注) １  従業員数は就業人員数であり、当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含みます。 

２  臨時従業員数は［  ］内に年間の平均雇用人員を外書きで記載しており、雇用期間の定めのある社員及びパ
ートタイマー等を含み、派遣社員を除いています。 

３  平均年間給与は平成25年３月度の税込支給額で、基準外賃金及び賞与を含んでいます。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社に労働組合はありませんが、連結子会社の一部に労働組合が結成されています。なお、労使関係は円満に推

移しており、特記すべき事項はありません。 

  

５ 【従業員の状況】

従業員数(人)
5,080 
[753] 

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

1,945 
[210] 

36.4 12.4 8,681,378 
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第２ 【事業の状況】 

(1) 業績 

当社グループ(当社及び連結子会社)は、「ゲーム人口の拡大」という基本戦略に基づき、年齢・性別・ゲーム経

験の有無を問わず人々に受け入れられる、魅力ある商品の提供に努めています。 

当連結会計年度の状況は、ニンテンドー3DS(3DS LL/3DS)では、新たなサイズバリエーションとして、画面サイズ

を従来型機の約1.9倍に大型化したニンテンドー3DS LLを発売しました。ソフトウェアについては、当期に発売した

『New スーパーマリオブラザーズ ２』が全世界合計で642万本の販売を記録したほか、昨年11月に国内で発売し

た、プレイヤーが村長になって、自分だけの村づくりを楽しむコミュニケーションゲーム『とびだせ どうぶつの

森』が、パッケージ版とダウンロード版を合わせて国内のみで300万本を超える大ヒットとなりました。ニンテンド

ー3DSは、日本では市場をリードするプラットフォームとしての立場を確立できましたが、海外では、当期に発売し

た『New スーパーマリオブラザーズ ２』や『ペーパーマリオ スーパーシール』、前期に発売した『スーパーマリ

オ ３Ｄランド』、『マリオカート７』などの定番タイトルがヒットしたものの販売の強い勢いをつくるまでには至

らず、ハードウェア全体の販売台数は1,395万台、ソフトウェアの販売本数は4,961万本となりました。 

ニンテンドーDS(DSi LL/DSi/DS Lite/DS)では、『ポケットモンスターブラック２』、『ポケットモンスターホワ

イト２』が合計781万本の販売となったものの、ハードウェアの販売台数は世代交代が進んだ結果235万台、ソフト

ウェアの販売本数は3,338万本にとどまりました。 

Wiiの後継機として、画面のついたコントローラーWii U GamePadと家庭のテレビの２画面を活かしたプレイが楽

しめる新しいゲーム機Wii Uを発売しました。ソフトウェアについては、本体と同時発売の『New スーパーマリオブ

ラザーズ U』、『Nintendo Land』が、それぞれ215万本、260万本の販売となりました。しかしながら、後に続くソ

フトウェア開発の遅れ等の影響もあり発売当初の勢いを年始以降持続できなかったため、ハードウェアの販売台数

は345万台、ソフトウェアの販売本数は1,342万本となりました。 

Wiiでは、『マリオパーティ９』がミリオンセラーとなりましたが、新規タイトルが少なかったことなどにより、

販売数量はハードウェアが398万台、ソフトウェアが5,061万本となりました。 

これらの結果、売上高は6,354億円(前年同期比1.9％減)、そのうち、海外売上高は4,264億円(前年同期比14.6％

減、海外売上高比率67.1％)となりました。営業損益では、Wii U本体の採算が厳しいこともあり、364億円の損失

(前年同期は営業損失373億円)となりました。為替相場が円安となったことにより為替差益が395億円発生し、その

結果経常利益は104億円(前年同期は経常損失608億円)、当期純利益は70億円(前年同期は当期純損失432億円)となり

ました。 

なお、当社グループは単一セグメントのため、セグメント情報に関連付けた記載を行っていません。 

  

(2) キャッシュ・フロー 

当期における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、前期末から622億円増加(前年同期は3,171億円の

減少)し、4,693億円となりました。各キャッシュ・フローの増減状況とその要因は次のとおりです。 

[営業活動によるキャッシュ・フロー] 

営業活動による資金は、たな卸資産の増加などにより403億円の減少(前年同期は949億円の減少)となりまし

た。 

  

[投資活動によるキャッシュ・フロー] 

投資活動による資金は、有価証券及び投資有価証券の売却や償還による収入が、有価証券及び投資有価証券の

取得による支出を上回ったことなどにより891億円の増加(前年同期は1,643億円の減少)となりました。 

  

[財務活動によるキャッシュ・フロー] 

財務活動による資金は、主に配当金の支払いにより128億円の減少(前年同期は398億円の減少)となりました。 

  

１ 【業績等の概要】
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(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績は、次のとおりです。なお、当社グループ(当社及び連結子会社)は単一セグメ

ントのため、製品の種類別に記載しています。 

 
(注)  上記金額は、販売価格により算出し、消費税等を含みません。 

  

(2) 受注状況 

レジャー機器のうち主にソフトウェアについて一部受注生産を行うほかは、見込生産のため記載を省略していま

す。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績は、次のとおりです。なお、当社グループは単一セグメントのため、製品等の

種類別に記載しています。 

 
(注) １  上記金額には、ダウンロード売上高164億円(前年同期比109.5％増)を含んでいます。 

２  主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりです。なお、前連結会

計年度については、当該割合が100分の10未満であるため記載を省略しています。 

 
３  上記金額には、消費税等を含みません。 

  

２ 【生産、受注及び販売の状況】

種類
金額 

(百万円)
前年同期比 

(％)

レジャー機器

ハードウェア   

携帯ゲーム機 242,778 △2.3 

ホームコンソールゲーム機 188,170 ＋66.7 

その他 34,901 ＋24.6 

ハードウェア計 465,851 ＋19.7 

ソフトウェア   

携帯ゲーム機用ソフトウェア 171,789 ＋36.1 

ホームコンソールゲーム機用ソフトウェア 50,878 △53.1 

ソフトウェア計 222,667 △5.1 

レジャー機器計 688,519 ＋10.3 

その他 トランプ・かるた他 233 △0.9 

合計 688,752 ＋10.3 

種類
金額 

(百万円)
前年同期比 

(％)

レジャー機器

ハードウェア   

携帯ゲーム機 227,224 △3.1 

ホームコンソールゲーム機 136,852 ＋18.0 

その他 32,270 △12.5 

ハードウェア計 396,347 ＋2.3 

ソフトウェア   

携帯ゲーム機用ソフトウェア 144,588 ＋13.0 

ホームコンソールゲーム機用ソフトウェア 77,156 △34.3 

コンテンツ収入他 15,793 ＋19.4 

ソフトウェア計 237,539 △8.1 

レジャー機器計 633,887 △1.9 

その他 トランプ・かるた他 1,535 △1.0 

合計 635,422 △1.9 

相手先 
前連結会計年度 当連結会計年度 

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％) 

ジェスネット㈱ ― ― 71,105 11.2 
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(1) 事業等について 

当社グループ(当社及び連結子会社)は、ホームエンターテインメントの分野で、健全な企業経営を維持しつつ新

しい娯楽の創造を目指して、世界のユーザーへ、かつて経験したことのない楽しさ、面白さを持った「遊びの世

界」の提供を最重視した事業展開を推進しています。 

ニンテンドー3DSでは、当連結会計年度において好調だった日本市場の流れを海外市場でもつくるため、ヒットタ

イトル『とびだせ どうぶつの森』を本年６月に欧米で、『ポケットモンスター』シリーズの最新作『ポケットモン

スター Ｘ』、『ポケットモンスター Ｙ』を本年10月に全世界で発売するなど、海外においても普及の勢いを十分

に確立し、さらなる市場の拡大を目指します。国内市場においては、ニンテンドーDS用ソフトで人気を博した『ト

モダチコレクション』の続編として本年４月に発売した『トモダチコレクション 新生活』等のソフトによって、引

き続き、市場の活性化に取り組んでいきます。 

Wii Uにおいては、ソフトウェア開発の遅れ等によって本年序盤のソフトの発売が途切れてしまったことを踏ま

え、プラットフォーム普及の勢いを取り戻すためにも、自社有力タイトルを本年後半から来年にかけて集中的・積

極的に展開する予定です。また、「お客様同士がゲーム体験を共感し合い、交流するための場を提供する新しいネ

ットワークサービス」であるMiiverseを活用して、ハード・ソフトの魅力をより多くの人々に伝えることで販売の

拡大を目指すほか、コスト削減によるハードの採算性の向上に努めます。 

これらに加え、ゲームビジネスを取り巻く環境の変化に対応し、販売機会の拡大と収益性の向上を図るため、有

料での追加コンテンツ配信やパッケージソフトのデジタル配信による販売を行うなど、デジタルビジネスの拡大に

も取り組んでいきます。また、開発部門を再編し、ハード・ソフト開発の効率化を進め、中長期的な競争力の強化

に努めるとともに、ソフトメーカーとの共同開発や、Web系技術を使ってWii Uのソフトウェアを開発できる

Nintendo Web Frameworkなどの環境整備を進めていくことで、多種多様なソフトウェアの提供に努めます。 

  

(2) 株式会社の支配に関する基本方針について 

当社の取締役会は、当社が公開会社としてその株式の自由な売買が認められている以上、当社株式の大量取得を

目的とする買付けや買収提案が行われた場合にそれに応じるか否かは、最終的には株主の判断に委ねられるべきも

のと考えています。しかしながら、株式の買付けや買収提案の中には、その目的等から見て対象企業の企業価値・

株主共同の利益を損なうおそれのあるものの存在も否定できないところであり、そのような買付けや買収提案は不

適切なものであると考えています。 

現在のところ、当社においては、株式の買付けや買収提案が行われた場合の具体的な取り組みはあらかじめ定め

ていませんが、このような場合に備えた体制については既に整備しています。また、株主に対して善管注意義務を

負う経営者の当然の責務として、株式の買付けや買収提案に際しては、慎重に当社の企業価値・株主共同の利益へ

の影響を判断し、適切と考えられる措置を講じます。 

具体的には、社外の専門家も起用して株式の買付けや買収提案の評価及び買付者や買収提案者との交渉を行うほ

か、当社の企業価値・株主共同の利益を損なうと判断される株式の買付けや買収提案に対しては、具体的な対抗措

置の要否及び内容を決定し、実行する体制を整えます。 

なお、いわゆる「買収防衛策」の導入については、買収行為に係る法制度や判例、関係当局の見解等を踏まえ、

今後も検討を継続します。 

  

３ 【対処すべき課題】
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当社グループ(当社及び連結子会社)の経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下

のようなものがあります。ただし、全てのリスクを網羅したものではなく記載した事項以外の予見し難いリスクも存

在します。なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したもので

す。 

  

(1) 経済環境に関するリスク 

為替レートの変動 

当社グループは、全世界で製品を販売し海外での売上割合は約７割を占めています。そのほとんどを現地通貨

で取引しており、為替レートの変動による影響を軽減するために米ドル建等の仕入を増やすなどの施策をとって

いるものの、当該リスクを完全に排除することは困難です。また、当社は多額の外貨建資産(未予約の現預金等)

も保有しています。そのため、円建資産に転換する場合だけでなく財務諸表作成のための換算においても為替レ

ートの変動の影響を強く受けます。 

  

(2) 事業活動に関するリスク 

市場環境の変化や他社との競争 

当社グループの事業は、幅広い娯楽の中の一分野であり、他の様々な娯楽の趨勢による影響を受けます。他の

娯楽へのユーザーの志向が強くなると、ゲーム市場が縮小する可能性があります。また、技術の進歩や革新で新

たな競争相手が出現し、大きな影響を受ける可能性があります。 

ゲーム業界においては、多額の研究開発費や広告宣伝費等が必要とされる一方で、巨大な同業他社や他のエン

ターテインメント業種・業者との競合等の可能性もあり、これまで以上に利益を確保し難い状況になる可能性が

あります。当社グループは、競争の結果、市場シェアを拡大もしくは維持し、収益性を保つことが出来なくなる

可能性があります。 

  

新製品開発 

当社グループは、継続して斬新で魅力ある新製品の開発に努めていますが、コンピュータエンターテインメン

トの分野において、新製品の開発プロセスは複雑かつ不確実なものであり、以下のような様々なリスクが含まれ

ます。 

①  ソフトウェアの開発にはかなりの時間と費用を必要とするものもある一方で、ユーザーの嗜好は常に変化し

ており、全ての新製品がユーザーから受け入れられる保証はありません。また、開発を中断または中止するこ

とがあります。 

②  ハードウェアの開発には長い期間を必要とする一方で、技術は絶えず進歩しており、娯楽に必要な技術を装

備出来ない可能性があります。さらに、発売が遅れた場合、市場シェアの確保が難しくなる可能性がありま

す。 

③  当社製品は、その特性から予定の期間内で開発することや計画通り販売することが困難で、計画から大きく

乖離する可能性があります。 

  

製品の評価、適正在庫の確保 

ゲーム業界における製品は、ライフサイクルが比較的短く、嗜好性や季節性の強いものです。その需要に見合

った供給を確保するために見込生産を行いますが、正確な販売予測は困難であるため、過剰な在庫を抱える危険

性があります。また、保有するたな卸資産が陳腐化することにより、業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性

もあります。 

  

海外進出及び国際的活動 

当社グループの事業は、日本以外に、米国、欧州、豪州並びにアジア等でも行っています。これらの海外市場

への事業進出には、①予期しない法律や規制の施行または変更、②不利な政治または経済要因の発生、③多国間

税制度における不統一性及び税法解釈の相違における不利な取扱い、④人材の採用と確保の困難、⑤テロ、戦

争、その他の要因による社会的混乱等のリスクが存在します。 

  

４ 【事業等のリスク】
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外部企業への製造依存 

当社グループは、主要な部品の製造や製品への組立てを複数のグループ外企業に委託しています。グループ外

企業の倒産等により重要部品の調達及び製造に支障が生じる可能性があります。また、部品の製造業者が当社グ

ループの必要とする数量を予定通りに供給出来ない可能性もあります。重要部品が不足すると、部品の価格高騰

による利益率の低下にとどまらず、製品の供給不足や品質管理等で問題が発生し、顧客との関係悪化をも引き起

こす可能性があります。 

また、製造委託先の生産拠点が海外に多く、現地で暴動や災害等が起こり生産が妨げられれば、業績に悪影響

を及ぼします。 

  

業績の季節的変動 

当社製品の需要は、かなりの部分がクリスマスや正月時期に集中するため、季節的に変動します。この時期に

魅力的な新製品を投入出来なかった場合や、製品の供給が間に合わなかった場合等においては、業績に影響が及

ぶ可能性があります。 

  

(3) 法的規制・訴訟に関するリスク 

製造物責任 

当社グループの製品は、世界各地域で認められている品質管理基準に従って製造していますが、欠陥等が見つ

かり、将来大規模な返品要求が発生する可能性があります。また、製造物責任賠償につながるような製品の欠陥

は、追加のコストの発生や当社グループの評価に影響を与え、将来の業績及び財務状況に悪影響が及ぶ可能性が

あります。 

  

知的財産保護の限界 

当社グループは、他社製品と差別化出来る様々な知的財産を蓄積してきましたが、地域によっては、既にコピ

ー品が流通し当社グループの知的財産権の一部を侵害しています。今後においても知的財産権の保護が十分に出

来ない可能性があります。 

  

個人情報の漏洩や秘密情報の流出 

当社グループは、「クラブニンテンドー」の会員情報をはじめとして、当社製品のユーザーに関する個人情報

を保有しています。万一これらの個人情報が漏洩した場合や、当社グループの開発や営業機密が流出し第三者に

不正使用された場合等は、将来の経営成績、株価及び財務状況等に悪影響が及ぶ可能性があります。 

  

会計制度・税制等の変更 

当社グループが予期しない会計基準や税制の新たな導入・変更等により、業績や財務状況等に影響が及ぶ可能

性があります。また、税務申告における税務当局との見解の相違により、追加の税負担が生じる可能性がありま

す。 

  

訴訟等 

当社グループは、国内及び海外における事業活動等に関し、訴訟、紛争またはその他の法的手続等の対象とな

ることがあります。その場合、業績に悪影響を受ける可能性があります。 

  

(4) その他 

上記のほか、売上債権の回収不能、金融機関の破綻、環境に関する規制等により業績や財務状況に悪影響が及ぶ

可能性があります。 

  

該当事項はありません。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】
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当社グループ(当社及び連結子会社)は、誰もが楽しめるような新しい驚きや楽しさを持った娯楽を提案すること

で、世界中の一人でも多くの人々を笑顔にしたいとの考えのもと、様々な企業・団体等の協力も得て、主に携帯ゲー

ムとホームコンソールゲームのハードウェア及びソフトウェアの研究開発活動を積極的に行っています。 

ハードウェアにおいては、半導体メモリー等の記憶媒体、液晶等の表示装置、電子部品等をはじめとした要素技術

の調査研究及びインターフェイス技術、無線通信並びにネットワーク技術、セキュリティ技術等、様々な技術のホー

ムエンターテインメント分野への応用可能性について研究開発活動を行っています。また、末永く安心して楽しんで

いただくための耐久性、安全性、品質・性能の向上、多様な周辺機器の設計や開発、コストダウン、省エネルギー等

のテーマにも引き続き取り組んでいます。 

ソフトウェアにおいては、ハードウェアの機能を十分に活かした商品企画や、映像・音響・シナリオ等のゲームデ

ザイン、プログラム開発等に注力しています。 

さらに、システムとソフトウェアの複雑化に対応するため、開発部門の再編を行い、将来のプラットフォームのア

ーキテクチャーの統合を進めるとともに、Web系技術を使ってWii U向けのソフト開発を可能にするNintendo Web 

Frameworkの提供など、ソフトウェアの作り手を広げるための取り組みや、ソフトウェアを効率よく開発するための環

境の整備にも力を入れています。 

また、ニンテンドー3DS/Wii Uを包含するネットワークプラットフォームであるニンテンドーネットワークによっ

て、Miiverseやニンテンドーeショップ等のネットワーク経由の様々なサービスを充実させ、デジタルビジネスの大幅

な拡大を目指しています。 

部品調達・製造工程においては、生産協力会社との連携、協力のもと、新しい試験方法や新技術を使った部品の量

産化に加え、グリーン調達や関連法規に適応するための研究やノウハウの蓄積も行っています。 

当連結会計年度におけるグループの研究開発費は534億円であり、主な研究開発活動の成果については以下のとおり

です。なお、当社グループは単一セグメントのため、セグメントに関連付けた記載を行っていません。 

ニンテンドー3DSでは、従来型機の約1.9倍の画面とバッテリーの持続時間の向上を実現させたニンテンドー3DS LL

を本体のサイズバリエーションとして追加しました。対応ソフトウェアでは、通信機能を利用して前作のゲームキュ

ーブ版にはなかった最大４人のマルチプレイに対応し、２画面を活かしてゲーム初心者から上級者までが楽しめる、

ルイージが主役のアクションゲーム『ルイージマンション２』等の計12タイトル(日本におけるタイトル数、以下同

様)を発売しました。 

Wiiの後継機として、6.2インチの液晶ディスプレイを搭載したコントローラーWii U GamePadと家庭のテレビの２画

面を活かしたプレイが楽しめる新しいゲーム機Wii Uを発売しました。Wii Uは、フルHD解像度の映像出力による高精

細な映像でゲームを楽しむことができる他、ゲーム中での体験を様々な形で世界中の人たちがMiiを通じて共有するこ

とができる、新しいネットワークサービスであるMiiverseや『Wii カラオケ U』等の内蔵ソフトウェアが用意されて

います。対応ソフトウェアでは、Wii U GamePadを操作してほかのプレイヤーをサポートする「バディプレイ」や、ス

トーリーモード以外に全く違う楽しみ方ができるバラエティ豊かなモードが用意されている『New スーパーマリオブ

ラザーズ U』を始め、任天堂ゲームタイトルをモチーフにした12種類のアトラクションを、Wii U GamePadをかたむけ

たり指でスライドしたり、様々な操作で遊ぶことができる『Nintendo Land』や、16種類のゲームをWii U GamePad１

台で最大５人まで遊べる『ゲーム＆ワリオ』の計３タイトルを発売しました。 

このほかにも、将来に向けて様々な新製品等の開発を進めています。 

  

６ 【研究開発活動】
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ここに記載している全ての財務情報は、当有価証券報告書において開示している連結財務諸表に基づいています。 

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものです。 

  

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループ(当社及び連結子会社)の連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して作成しています。この作成においては、経営者による会計方針の選択と適用を前提とし、資産・負

債及び収益・費用の金額に影響を与える見積りを必要とします。経営者はこれらの見積りについて過去の実績や将

来における発生の可能性等を勘案し合理的に判断していますが、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるた

め、これらの見積りと異なる場合があります。当社グループの連結財務諸表で採用する重要な会計方針は、「第５  

経理の状況  １  連結財務諸表等  連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載しています。 

  

(2) 経営成績に重要な影響を与える要因 

当社グループは、ホームエンターテインメントの分野で事業を展開しており、ヒット商品の有無や、その規模に

よって経営成績が大きく変わります。また、娯楽の範囲は広く、ゲーム以上に面白さや驚きを人々に与えるものが

流行れば、その影響も受けます。 

海外での売上割合は約７割を占め、この取引のほとんどを現地通貨で取引しており、為替レートの変動による影

響を軽減するために米ドル建等の仕入を増やすなどの施策をとっているものの、当該リスクを完全に排除すること

は困難であり、為替相場の変動は当社グループの業績に影響を与えます。 

主要製品であるビデオゲーム機と各ハードウェアに対応するソフトウェアが、当社グループの売上の多くを占め

ますが、それぞれの利益率が大きく異なるため、これらの売上割合の変動は売上総利益及び売上総利益率に影響を

与えます。 

その他にも経営成績には、「第２  事業の状況  ４  事業等のリスク」に記載する変動要因が考えられます。 

  

(3) 当連結会計年度の経営成績の分析 

当期は前年同期と比較しますと、減収増益となりました。 

(売上高及び営業損失) 

売上高は、前年同期に比べて122億円の減収で、6,354億円(前年同期比1.9％減)となりました。これは、当期に

Wii Uを発売し、ニンテンドー3DSの販売も増加したものの、Wii及びニンテンドーDSの販売が大きく減少したこと

によります。ニンテンドー3DS本体の収益性が向上した一方、Wii U本体が逆ざやでの販売となっていることや、

利益率の高いWii用ソフトウェアの売上高に占める割合が低下したことなどにより、売上原価は前年同期に比べ10

億円増加し、その結果、売上総利益は1,403億円(前年同期比8.7％減)となりました。販売費及び一般管理費は広

告宣伝費などの減少により前年同期に比べ142億円減少したものの、売上総利益を上回ったため、364億円の営業

損失(前年同期は営業損失373億円)となりました。 

  

(営業外損益及び経常利益) 

営業外損益は、前年同期に為替差損が277億円発生したのに対して、当期は円安が進んだことで為替差益が395

億円発生した結果、104億円の経常利益(前年同期は経常損失608億円)となりました。 

  

(当期純利益) 

当期純利益は、前年同期に比べて503億円の増益で70億円(前年同期は当期純損失432億円)となりました。 

  

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(4) 財政状態の分析 

総資産は、前期末に比べ当期末に為替レートが総じて円安になったことや、たな卸資産の増加などにより前期に

比べ794億円増加し、１兆4,478億円となりました。負債は、支払手形及び買掛金が増加したことなどにより、前期

に比べ429億円増加し、2,203億円となりました。純資産は、主に為替換算調整勘定による影響で、前期に比べ364億

円増加し、１兆2,275億円となりました。 

なお、キャッシュ・フローの状況については、「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (2)キャッシュ・フロー」に

記載しています。 

  

(5) 資金の流動性について 

当期末現在において、流動比率は613％、総負債額に対する現金及び現金同等物は2.1倍です。 

当社グループの運転資金需要のうち主なものは、製造のための材料及び部品の購入費、広告宣伝費や研究開発費

のほか、配当金や法人税等の支払いです。このほか、会社の成長に必要な設備投資等を含め、全てを自己資金でま

かなうことを原則としています。 

新製品の発売時期や年末商戦時期には、一時的な売上債権、仕入債務、たな卸資産等の増加があり、営業活動に

よるキャッシュ・フローの増減に影響を及ぼす可能性があります。 

また、将来の経営環境への対応や業容拡大等のために必要な資金を内部留保しており、３か月を超える定期預金

の預入・払戻の時期や、有価証券の取得・売却の時期等により投資活動によるキャッシュ・フローが増減します。 

  

― 15 ―



第３ 【設備の状況】 

当社グループ(当社及び連結子会社)は、レジャー機器の開発、製造及び販売を事業として展開しており、当連結会

計年度において154億29百万円の設備投資を実施しました。そのうち主なものは、研究開発及び新社屋であり、これら

の金額には、自社利用のソフトウェアなどの無形固定資産等も含めています。 

所要資金については、いずれの設備投資も自己資金にて充当し、外部からの資金調達は行っていません。なお、当

社グループは単一セグメントのため、セグメント情報に関連付けた記載を行っていません。 

  

主要な設備は、次のとおりです。なお、当社グループ(当社及び連結子会社)は単一セグメントのため、事業内容別

に記載しています。 

  

(1) 提出会社 

平成25年３月31日現在

 
(注) １  帳簿価額のうち「その他」は、建設仮勘定、無形固定資産及び長期前払費用です。 

２  新社屋(京都市南区)の設備は本社に含めています。 

３  上記金額には、消費税等を含みません。 

４  従業員数の［  ］は、臨時従業員数の年間平均人員で外書きです。 

  

(2) 在外子会社 

平成25年３月31日現在

 
(注) １  帳簿価額のうち「その他」は、建設仮勘定及び無形固定資産です。 

２  従業員数の［  ］は、臨時従業員数の年間平均人員で外書きです。 

  

１ 【設備投資等の概要】

２ 【主要な設備の状況】

事業所名 
(所在地)

事業内容 設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業 
員数 
(人)

建物及び 
構築物

機械装置 
及び 
運搬具

土地 
(面積千㎡)

工具、器具 
及び備品

その他 合計

宇治工場 
(京都府宇治市) 

製造 生産設備 559 6,277
1,866
(25)

381 181 9,265
277
[60]

宇治大久保工場 
(京都府宇治市) 

製造 生産設備 858 7
4,079

(9)
9 ― 4,954

32
[27]

本社 
(京都市南区) 

管理・販売・ 
開発 

その他設備 5,234 7
17,146

(57)
556 5,141 28,086

1,344
[57]

東京支店 
(東京都台東区) 

管理・販売・ 
開発 

その他設備 864 2
6,819

(1)
76 1 7,764

121
[7]

大阪支店 
(大阪市北区) 

販売 その他設備 564 3
5,763

(1)
62 ― 6,393

28
[5]

会社名 
(所在地)

事業内容 設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業 
員数 
(人)

建物及び 
構築物

機械装置 
及び 
運搬具

土地 
(面積千㎡)

工具、器具 
及び備品

その他 合計

Nintendo of America Inc. 
(アメリカ) 

販売 その他設備 14,200 1,500
2,919
(508)

2,373 7,489 28,484
1,207
[21]

Nintendo of Europe GmbH 
(ドイツ) 

販売 その他設備 1,126 173
515
(64)

633 155 2,603
843

[181]
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設備の新設等の計画は、次のとおりです。経常的な設備の更新のための除却・売却を除き、重要な設備の除却・売

却の計画はありません。なお、当社グループ(当社及び連結子会社)は単一セグメントのため、セグメント情報に関連

付けた記載を行っていません。 

 
(注) １  上記金額の今後の設備所要資金42,295百万円は、自己資金で充当する予定です。 

２  上記金額には、消費税等を含みません。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】

会社名 設備の内容

投資予定金額

着手年月 完了予定年月総額 
(百万円)

既支払額 
(百万円)

当社及び連結子会社 研究開発設備 14,000 5,284 平成24年４月 平成27年３月

当社 金型等生産設備 12,000 1,399 平成24年４月 平成27年３月

当社 新社屋(京都市南区) 19,000 4,150 平成22年12月 平成26年１月

当社及び連結子会社 
その他建物等の改修 
及び更新他 

15,000 6,871 平成24年４月 平成27年３月

合計 60,000 17,705 ― ―
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 
  

② 【発行済株式】 

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 
(注)  平成３年５月21日に、平成３年３月31日現在の株主名簿に記載された株主に対し、所有株式数を１株につき

1.35株の割合をもって分割しました。 

  

(6) 【所有者別状況】 

平成25年３月31日現在

 
(注) １  自己株式13,792,295株は「個人その他」に137,922単元及び「単元未満株式の状況」に95株含めて記載して

います。 

２  「その他の法人」には、㈱証券保管振替機構名義の株式が、１単元含まれています。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 400,000,000 

計 400,000,000 

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成25年３月31日)

提出日現在発行数 
(株) 

(平成25年６月28日)

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融商品 

取引業協会名
内容

普通株式 141,669,000 141,669,000 
大阪証券取引所 
(市場第一部) 

東京証券取引所 
(市場第一部)

単元株式数100株

計 141,669,000 141,669,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式 
総数残高 
(千株)

資本金増減額
  

(百万円)

資本金残高 
  

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金 
残高 

(百万円)

平成３年５月21日 36,729 141,669 ― 10,065 ― 11,584 

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満 
株式の状況

(株)

政府及び 
地方公共 
団体

金融機関
金融商品 
取引業者

その他の 
法人

外国法人等 個人 
その他

計
個人以外 個人

株主数 
(人) 

― 84 58 833 612 88 60,336 62,011 ―

所有株式数 
(単元) 

― 311,902 17,025 35,287 622,348 358 427,166 1,414,086 260,400 

所有株式数
の割合 (％) 

― 22.06 1.20 2.50 44.01 0.02 30.21 100.00 ―
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(7) 【大株主の状況】 

平成25年３月31日現在

 
(注) １  上記のほか、当社所有の自己株式が137,922百株(9.74％)あります。 

２  キャピタル・リサーチ・アンド・マネージメント・カンパニーから平成25年３月25日付で提出されました大

量保有報告書により、平成25年３月15日現在における当社株式を以下のとおり所有している旨の報告を受けて

いますが、当社では当事業年度末時点における当該法人名義での所有株式数が確認できませんので、上記の表

には含めていません。 
 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(百株)

発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合(％)

山内  溥 京都市左京区 141,650 10.00 

ステート  ストリート  バンク  
アンド  トラスト  カンパニー 
(常任代理人  香港上海銀行東京支
店  カストディ業務部) 

アメリカ  マサチューセッツ 
(東京都中央区日本橋３丁目11－１) 

107,453 7.58 

ジェーピー  モルガン  チェース  
バンク  380055 
(常任代理人  ㈱みずほコーポレー
ト銀行決済営業部) 

アメリカ  ニューヨーク 
(東京都中央区月島４丁目16－13) 

77,934 5.50 

㈱京都銀行 
京都市下京区烏丸通松原上る薬師前町
700 

63,802 4.50 

日本トラスティ・サービス信託銀
行㈱(信託口) 

東京都中央区晴海１丁目８－11 47,844 3.38 

野村信託銀行㈱(退職給付信託三菱
東京UFJ銀行口) 

東京都千代田区大手町２丁目２－２ 47,647 3.36 

日本マスタートラスト信託銀行㈱
(信託口) 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 33,821 2.39 

SSBT OD05 OMNIBUS ACCOUNT － 
TREATY CLIENTS 
(常任代理人  香港上海銀行東京支
店  カストディ業務部) 

オーストラリア  シドニー 
(東京都中央区日本橋３丁目11-１) 

24,010 1.69 

ノーザン  トラスト  カンパニー
(エイブイエフシー)サブ  アカウ
ント  アメリカン  クライアント  
(常任代理人  香港上海銀行東京支
店  カストディ業務部) 

イギリス  ロンドン 
(東京都中央区日本橋３丁目11-１) 

20,175 1.42 

ザ  バンク  オブ  ニユーヨーク  
トリーテイー  ジヤスデツク  ア
カウント 
(常任代理人  ㈱三菱東京UFJ銀行) 

ベルギー  ブリュッセル 
(東京都千代田区丸の内２丁目７-１) 

12,952 0.91 

計 ― 577,289 40.75 

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(百株)

発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合(％)

キャピタル・リサーチ・アンド・
マネージメント・カンパニー 

アメリカ  カリフォルニア 79,986 5.65 
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(8) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成25年３月31日現在

 
(注)  「完全議決権株式(その他)」には、㈱証券保管振替機構名義の株式100株(議決権１個)が含まれています。 

  

② 【自己株式等】 

平成25年３月31日現在

 
  

(9) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式)    

普通株式 13,792,200 ― 単元株式数100株 

完全議決権株式(その他) 普通株式 127,616,400 1,276,164 同上 

単元未満株式 普通株式 260,400 ― １単元(100株)未満の株式 

発行済株式総数  141,669,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 1,276,164 ― 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義 
所有株式数 

(株)

他人名義 
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式総数 
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式)      

任天堂株式会社 
  

京都市南区上鳥羽 
鉾立町11番地１ 

13,792,200 ― 13,792,200 9.74

計 ― 13,792,200 ― 13,792,200 9.74
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(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 
(注)  当期間における取得自己株式数には、平成25年６月１日から当有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式は含めていません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 
(注)  当期間における保有自己株式数には、平成25年６月１日から当有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取り及び売渡しによる株式は含めていません。 

  

２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得 

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 1,083 10,212,590 
 

当期間における取得自己株式 395 4,337,390 

区分

当事業年度 当期間

株式数 
(株)

処分価額の総額 
(円)

株式数 
(株)

処分価額の総額 
(円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式 

― ― ― ― 

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ― 

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式 

― ― ― ― 

その他 
(単元未満株式の買増請求による売渡) 

74 840,702 ― ― 
   

保有自己株式数 13,792,295 ― 13,792,690 ― 
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当社は、会社の成長に必要な研究開発や設備投資等を内部留保資金でまかなうことを原則とし、将来の経営環境へ

の対応や厳しい競争に勝ち抜くため、財務面での健全性を維持しつつ、株主の皆様への直接的な利益還元について

は、各期の利益水準を勘案した配当により実施することを基本方針としています。 

剰余金の配当は、中間配当と期末配当の年２回行うことを基本方針としています。当社は会社法第454条第５項に規

定する「取締役会の決議によって中間配当を行うことができる」旨を定款に定めており、配当の決定機関は、中間配

当については取締役会、期末配当については株主総会です。 

具体的な配当の算出については、連結営業利益の33％を配当金総額の基準とし、期末時点で保有する自己株式数を

差し引いた発行済株式数で除した金額の10円未満を切り上げた金額か、もしくは連結配当性向50％を基準として10円

未満を切り上げた金額の、いずれか高い方を、１株当たり年間配当金として決定します。 

また、中間配当については、第２四半期累計期間の連結営業利益の33％を中間期末の配当金総額の基準とし、この

時点で保有する自己株式数を差し引いた発行済株式数で除した金額の10円未満を切り上げた金額を１株当たり中間配

当金とすることにしています。 

当事業年度の配当については、上記方針によりますと、１株当たりの年間配当金は30円となりますが、当期は利益

水準にかかわらず年間100円を下限にしていましたので、１株当たりの年間配当金は100円(中間無配、期末100円)とな

りました。 

なお、内部留保した資金は、斬新で魅力ある製品を継続して提供するための必要資金として、また、新技術の研究

や新企画の製品開発、生産体制の拡充及び原材料の確保、広告宣伝を含めた販売力の強化のほか、必要に応じた自己

株式の買入れ等にも、有効に活用していきます。 

(注)基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりです。 

 
  

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 
(注)  最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものです。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 
(注)  最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものです。 

  

３ 【配当政策】

決議年月日 
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり配当額 
(円)

平成25年６月27日 
定時株主総会決議 

12,787 100 

４ 【株価の推移】

回次 第69期 第70期 第71期 第72期 第73期

決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

最高(円) 63,900 32,650 32,950 22,570 12,690 

最低(円) 21,600 20,140 20,000 9,910 8,070 

月別
平成24年 
10月

 
11月

 
12月

平成25年 
１月

 
２月

 
３月

最高(円) 11,120 11,010 10,070 10,070 9,140 10,860 

最低(円) 9,850 9,500 8,520 8,500 8,330 8,930 
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５ 【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(百株)

取締役社長 
(代表取締役)

 岩  田      聡 昭和34年12月６日生

平成12年６月 当社取締役就任(現在) 

経営企画室長 

※１ 62 
平成14年５月 取締役社長就任(現在) 

代表取締役就任(現在) 

平成25年６月 Nintendo of America Inc. 

取締役会長(CEO)就任(現在) 

専務取締役 
(代表取締役)

統合開発 
本部長

竹  田  玄  洋 昭和24年３月７日生

昭和47年７月 当社入社 

※１ 2

昭和55年12月 開発第３部長 

平成12年６月 取締役就任(現在) 

総合開発本部長 

平成14年５月 専務取締役就任(現在) 

代表取締役就任(現在) 

平成25年２月 統合開発本部長(現在) 

専務取締役 
(代表取締役)

情報開発 
本部長

宮  本      茂 昭和27年11月16日生

昭和52年４月 当社入社 

※１ 1 

平成８年２月 情報開発部長 

平成12年６月 取締役就任(現在) 

情報開発本部長(現在) 

平成14年５月 専務取締役就任(現在) 

代表取締役就任(現在) 

常務取締役

経営統括 
本部長 
兼 

総務本部長

君  島  達  己 昭和25年４月21日生

平成12年12月 ㈱ポケモン代表取締役就任 

※１ 2 

平成14年１月 Nintendo of America Inc. 

取締役就任(現在) 

平成14年６月 当社取締役就任(現在) 

平成18年５月 Nintendo of America Inc. 

取締役会長(CEO)就任 

平成25年６月 常務取締役就任(現在) 

経営統括本部長(現在)  兼 

総務本部長(現在) 

取締役 人事本部長 竹  村      薫 昭和21年１月11日生

昭和48年６月 当社入社 

※１ 10 
平成10年７月 人事部長 

平成17年６月 取締役就任(現在) 

人事本部長(現在) 

取締役 管理本部長 髙  橋  成  行 昭和29年３月31日生

平成15年９月 ㈱ＵＦＪ銀行(現 ㈱三菱東京ＵＦ

Ｊ銀行)コンプライアンス統括部

法務室長 

※１ 2 平成18年１月 当社入社 

平成25年４月 財務部長(現在) 

平成25年６月 取締役就任(現在) 

管理本部長(現在) 

取締役 営業本部長 大  和      聡 昭和32年12月10日生

昭和55年４月 当社入社 

※１ 2

平成11年10月 企画開発部長 

平成24年７月 営業本部副本部長 

平成25年６月 取締役就任(現在) 

営業本部長(現在) 

取締役 業務本部長 田  中      晋 昭和28年３月11日生

昭和51年４月 当社入社 

※１ 2

平成11年２月 海外事業部長 

平成24年７月 業務本部副本部長 

平成25年６月 取締役就任(現在) 

業務本部長(現在) 

取締役
企画開発 
本部長

高  橋  伸  也 昭和38年11月９日生

平成元年４月 当社入社 

※１ 1 

平成21年１月 企画開発部長(現在)  兼 

環境制作部長 

平成24年７月 企画開発本部副本部長 

平成25年６月 取締役就任(現在) 

企画開発本部長(現在) 

取締役 製造本部長 進  士  仁  一 昭和41年３月14日生

昭和61年４月 当社入社 

※１ 2 

平成22年５月 生産企画室長(現在) 

平成24年１月 製造本部副本部長 

平成25年６月 取締役就任(現在) 

製造本部長(現在) 
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(注) １  監査役  水谷直樹、三田村善生及び梅山克啓は、社外監査役です。 

２  ※１  取締役の任期は、平成25年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成26年３月期に係る定時株主総
会終結の時までです。 

３  ※２  監査役  植田実、豊田憲、三田村善生及び梅山克啓の任期は、平成24年３月期に係る定時株主総会終
結の時から平成28年３月期に係る定時株主総会終結の時までです。 

４  ※３  監査役  水谷直樹の任期は、平成23年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成27年３月期に係る
定時株主総会終結の時までです。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(百株)

監査役 
(常勤)

 植  田      実 昭和24年１月13日生

昭和47年３月 当社入社 

※２ 2 平成13年３月 東京支店管理部長代理 

平成16年６月 常勤監査役就任(現在) 

監査役 
(常勤)

 豊  田      憲 昭和27年９月１日生

昭和51年４月 当社入社 

※２ 3 
平成14年７月 広報室長 

平成18年８月 総務部統括 

平成24年６月 常勤監査役就任(現在) 

監査役  水  谷  直  樹 昭和25年12月22日生

昭和54年４月 弁護士登録 

※３ ― 

平成元年５月 弁理士登録 

平成元年６月 水谷法律特許事務所開設 

平成15年４月 東京工業大学大学院 

客員教授(現在) 

平成15年６月 当社監査役就任(現在) 

監査役  三田村  善  生 昭和23年11月27日生

昭和43年４月 大蔵事務官任官 

※２ ― 

平成12年７月 大阪国税局宮津税務署長 

平成16年７月 大阪国税局葛城税務署長 

平成19年７月 大阪国税局課税第一部長 

平成20年８月 税理士登録 

平成20年９月 三田村善生税理士事務所開設 

平成24年６月 当社監査役就任(現在) 

監査役  梅  山  克  啓 昭和40年７月29日生

平成６年３月 公認会計士登録 

※２ ― 

平成11年７月 梅山公認会計士事務所開設 

平成11年８月 税理士登録 

平成11年10月 梅山税理士事務所(現 梅山税理士

法人)開設 

平成17年11月 ㈱クラウディア社外監査役就任

(現在) 

平成21年７月 梅山税理士法人代表社員就任(現

在) 

平成24年４月 滋賀医科大学監事(非常勤)(現在) 

平成24年６月 当社監査役就任(現在) 

計 91 
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(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

①  企業統治の体制 

(イ)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、株主は勿論、顧客、取引先、従業員、地域社会など利害関係や影響のある方々、いわゆるステーク

ホルダーの利益を考慮しつつ、長期的、継続的に企業価値を最大化するよう統治されなければならないと考え

ており、透明性の高いコーポレート・ガバナンス体制及び企業倫理の構築及び向上に努めています。 

  

(ロ)コーポレート・ガバナンス体制の模式図 
  

 

  

(ハ)会社の機関の内容 

(取締役会) 

経営判断等を含めた重要事項に関する業務執行決定機関としての取締役会は、取締役10名で構成しており、

経営の監視機能を強化するとともに経営環境の変化に迅速に対応出来るようにするために、取締役の任期を１

年として、毎年適任者を選任しています。 

(経営会議) 

経営活動を強力に推進するために、役付取締役全員で構成する経営会議を原則として毎月２回開催して、迅

速かつ効率的な意思決定を行っています。 

(監査役会) 

監査機関としての監査役会には、監査役５名を選任し、うち３名が社外監査役であり、独立役員に指定して

います。 

(監査役室) 

監査役の業務の支援、補助をするために監査役室を設置しています。 

(コンプライアンス委員会) 

総務本部長を委員長としたコンプライアンス委員会を設置し、「コンプライアンス・マニュアル」の策定そ

の他コンプライアンスの推進施策を実施しています。 

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】
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(製品安全委員会) 

総務本部長を委員長とした製品安全委員会を設置し、製品の安全性を保証し、消費者における製品に係わる

事故の発生を未然に防止するとともに、事故発生時の速やかな対応を図る製品安全保証システムの維持、管理

に取り組んでいます。 

(内部統制強化委員会) 

社長を委員長とした内部統制強化委員会を設置し、当社グループ全体の健全な経営体制の整備・維持・向上

を図るとともに業務の適正を確保するため、内部統制の強化を推進しています。 

  

(ニ)リスク管理体制の整備の状況 

各部門がそれぞれ所管する業務に付随するリスクを管理することを基本としています。 

内部監査室は、社内各部門や子会社のリスク管理体制をモニタリングし、改善等の施策を提案・助言すると

ともに、内部統制強化委員会へ報告しています。 

重要な法務的課題及びコンプライアンスに係る事象については、弁護士及びその他専門家に相談し、必要な

検討を実施しています。また、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力には毅然とした態度で臨むこと

とし、社内に対応統括部署を設け、会社全体として対応する体制としています。会計監査人とは、通常の会計

監査に加え、重要な会計的課題について随時相談・検討を実施しています。 

さらに、コンプライアンス委員会では、コンプライアンス・プログラムに基づき、「コンプライアンス・マ

ニュアル」の策定及び更新、役員及び従業員に対する社外専門講師等によるセミナー等の開催も含め、各部門

におけるコンプライアンスの推進施策を実施しています。このほか、製品安全委員会等を設け、製品の安全性

を保証し、製品事故発生の防止と、万一、発生した時の速やかな対応を図る製品安全保証システムの維持・管

理を推進しています。 

  

(ホ)取締役の定数 

当社の取締役は、15名以内とする旨を定款に定めています。 

  

(ヘ)取締役の選任の決議要件 

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、また、取締役の選任決議は、累積投票によらないものと

する旨を定款で定めています。 

  

(ト)株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項 

(自己の株式の取得) 

当社は、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行するため、会社法第165条第２項の規定により、

取締役会の決議によって自己の株式を取得することができる旨を定款に定めています。 

(中間配当) 

当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、取締役会の決議によって、毎年９月30日の最終の株主名簿

に記載または記録された株主または登録株式質権者に対して、中間配当を行うことができる旨を定款に定めて

います。 

  

(チ)株主総会の特別決議要件 

当社は、株主総会の特別決議の定足数をより確実に充足できるようにするため、会社法第309条第２項に定め

る決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の

３分の２以上をもって行う旨を定款で定めています。 
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②  内部監査及び監査役監査 

内部監査については、当社内部監査室(８名)が、業務執行部門から独立した専任部署として、当社及び子会社

を対象に業務の効率性、有効性、遵法性の観点から業務監査、財務報告の適正性及び信頼性を確保するため、金

融商品取引法に対応する内部統制の整備及び運用状況の評価等を実施しています。また、主要海外子会社に設置

している各内部監査担当部門(18名)は当社内部監査室と連携、分担し、主要海外子会社を中心に、同様の監査等

を実施しています。 

監査役は、取締役会等の重要会議に出席するとともに、重要書類を閲覧し、社長との定期会議をもつほか、毎

月、監査役会を開き監査意見の交換をしています。また、年間監査計画に基づき、社内各部門他への往査をして

います。内部監査室との連携は、内部監査終了時に被監査部門との監査内容確認の場に立会い、内部監査報告書

を受領するとともに、随時意見交換を行っています。会計監査人との連携は、期末の実地棚卸や関係会社に対す

る会計監査に立会うとともに、定期的に会計監査計画及び会計監査結果の説明を受けるほか、必要に応じて情報

交換並びに意見交換を行っています。 

なお、常勤監査役のうち１名は長年にわたり当社経理部等で経理業務の経験を重ねており、財務及び会計に関

する相当程度の知見を有しています。また、社外監査役についても、２名が公認会計士または税理士であり、財

務及び会計に関する相当程度の知見を有しています。 

  

③  社外取締役及び社外監査役 

(イ)社外取締役及び社外監査役の選任状況 

当社は、ソフトウェア主導でハード・ソフト一体のユニークなビジネスを展開している企業であり、このよ

うな他社には見られない当社特有のビジネスに精通している者が取締役として業務執行にあたると同時に、取

締役会のメンバーとして業務執行を決定し、各取締役の職務執行を相互に監督することが最も適切な経営体制

であると考えています。さらに、経営の監視機能の面においては、取締役の任期を１年に限定しているほか、

独立役員である３名の社外監査役を含む５名の監査役の監査により十分に機能する体制が整っていると考えて

いるため、社外取締役は選任していません。 

  

(ロ)社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係 

社外監査役の３名とも当社との人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係はなく、東京証券取

引所等の規程で定める独立役員に指定しています。 

  

(ハ)社外監査役が企業統治において果たす機能及び役割 

当社の社外監査役水谷直樹氏、三田村善生氏、梅山克啓氏の３氏は、企業法務、税務、会計の各分野におけ

る豊富な経験と識見により、取締役の意思決定、業務執行の適法性について監督的役割を担っており、適宜助

言をいただくとともに、独立した立場から客観的に監査意見を表明し、監査体制の独立性を高めています。 

  

(ニ)社外監査役による監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部統制部門との関係 

当社の社外監査役３名は、常勤監査役と相互に連携しつつ、社長との定期会議や取締役会に出席して忌憚の

無い質問や意見を述べているほか、常勤監査役を通じて内部監査室が実施する内部監査結果の報告を聴取し、

会計監査人の監査報告会や毎月開催の監査役会にて、積極的な意見交換を行っています。 

  

(ホ)社外監査役を選任するための当社からの独立性に関する基準または方針の内容 

当社からの独立性に関する具体的な基準または方針は設けていませんが、社外監査役を選任するにあたって

は、中立的な立場から客観的な助言を頂けるか否か、優れた人格及び専門的な知識・経験の有無を重視してい

ます。特に、最初の点に関しては、東京証券取引所の「上場管理等に関するガイドライン」において規定され

ている独立役員の独立性に関する判断基準を参考にしています。 
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④  役員の報酬等 

(イ)提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数 

 
(注) 使用人兼務取締役に対して支払った使用人給与額(賞与含む)は23百万円で、上記金額には含めていません。 

  

(ロ)提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等 

連結報酬等の総額が１億円以上である者はいないため、記載していません。 

  

(ハ)役員の報酬等の額の決定に関する方針等 

当社の取締役及び監査役の報酬については、株主総会の決議により、取締役及び監査役ごとの報酬限度額を

決定しています。 

取締役の報酬は、固定報酬である基本報酬(定期同額給与)と業績連動型の変動報酬(利益連動給与)によって

構成しています。固定報酬は、各取締役の役職・役割に応じて支給し、変動報酬は、連結営業利益を指標とし

て業績向上に対するインセンティブを高めることを目的に支給しています。 

監査役の報酬は、監査役の協議により、監査役が企業業績に左右されない独立の立場にあることを考慮し、

固定報酬のみで構成しています。 

(補足)各取締役の変動報酬は、以下のとおり、取締役の役職に応じたポイントをもとに定められた算式により算

出しています。 

変動報酬の計算方法 

変動報酬 ＝ 連結営業利益 × 0.2％ × 各取締役のポイント ÷ 取締役のポイント合計 

取締役の役職別ポイント及び人数 

 
(注) 上記は、平成25年６月28日現在における取締役の数で計算しています。 

  
留意事項 

・  取締役は、法人税法第34条第１項第３号に記載される業務執行役員です。 

・  法人税法第34条第１項第３号イに規定する「当該事業年度の利益に関する指標」とは連結営業利益とし
ます。 

・  法人税法第34条第１項第３号イ(１)に規定する「確定額」は、６億円を限度とします。連結営業利益に
0.2％を乗じた金額が６億円を超えた場合は、６億円を各取締役のポイント数で割り振り計算した金額を
それぞれの変動報酬とします。 

・  連結営業利益に0.2％を乗じた金額については10百万円未満切捨てとします。 

・  やむを得ない事情により取締役が職務執行期間の中途で退任した場合、職務執行期間の開始から期末ま
での期間における当該取締役の在職月数(１月未満の端数切上)にて支給します。なお、期末後の退任に
ついては月数按分しません。 

  

役員区分
報酬等の総額 
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる 
役員の員数 

(人)基本報酬 変動報酬 その他の報酬

取締役 232 232 ― ― 9 

監査役(社外監査役を除く) 64 64 ― ― 3 

社外監査役 15 15 ― ― 4 

役職 ポイント 取締役の数(人) ポイント計

社長・会長 4.5 1 4.5 

専務取締役 2.5 2 5.0 

常務取締役 1.8 1 1.8 

取締役(常勤) 1.2 0 0.0 

使用人兼務取締役 0.6 6 3.6 

取締役(非常勤) 0.3 0 0.0 

合計 ― 10 14.9 
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⑤  株式の保有状況 

(イ)保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式 

 
  

(ロ)保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目

的 

(前事業年度) 

特定投資株式 

 
  

銘柄数 34銘柄 

貸借対照表計上額の合計額 14,064百万円

銘柄
株式数 
(株)

貸借対照表計上額 
(百万円)

保有目的

㈱バンダイナムコホールデ
ィングス 

3,845,700 4,591 
取引関係の維持及び発展のために保有
しています。 

㈱京都銀行 4,542,297 3,411 
取引関係の維持及び発展のために保有
しています。 

㈱三菱UFJフィナンシャル・
グループ 

2,455,870 1,011 
取引関係の維持及び発展のために保有
しています。 

㈱りそなホールディングス 647,469 246 
取引関係の維持及び発展のために保有
しています。 

凸版印刷㈱ 365,770 236 
取引関係の維持及び発展のために保有
しています。 

SanDisk Corporation 51,426 209 
取引関係の維持及び発展のために保有
しています。 

三井住友トラスト・ホール
ディングス㈱ 

609,200 160 
取引関係の維持及び発展のために保有
しています。 

㈱スクウェア・エニック
ス・ホールディングス 

91,252 158 
取引関係の維持及び発展のために保有
しています。 

コナミ㈱ 63,734 149 
取引関係の維持及び発展のために保有
しています。 

野村ホールディングス㈱ 321,901 117 
取引関係の維持及び発展のために保有
しています。 

日本写真印刷㈱ 104,104 112 
取引関係の維持及び発展のために保有
しています。 

王子製紙㈱ 107,420 42 
過去の取引先株式を継続して保有して
います。 

㈱みずほフィナンシャルグ
ループ 

284,219 38 
過去の取引先株式を継続して保有して
います。 

シライ電子工業㈱ 336,000 38 
取引関係の維持及び発展のために保有
しています。 

三信電気㈱ 50,180 34 
取引関係の維持及び発展のために保有
しています。 

日本紙パルプ商事㈱ 113,555 33 
取引関係の維持及び発展のために保有
しています。 

㈱三井住友フィナンシャル
グループ 

8,849 24 
過去の取引先株式を継続して保有して
います。 

㈱テレビ東京ホールディン
グス 

10,000 10 
取引関係の維持及び発展のために保有
しています。 

コーエーテクモホールディ
ングス㈱ 

13,162 8 
取引関係の維持及び発展のために保有
しています。 

㈱滋賀銀行 10,500 5 
取引関係の維持及び発展のために保有
しています。 

㈱アサツー  ディ・ケイ 1,500 3 
取引関係の維持及び発展のために保有
しています。 
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(当事業年度) 

特定投資株式 

 
  

(ハ)保有目的が純投資目的である投資株式 

該当する株式はありません。 

  

銘柄
株式数 
(株)

貸借対照表計上額 
(百万円)

保有目的

㈱バンダイナムコホールデ
ィングス 

3,845,700 6,403 
取引関係の維持及び発展のために保有
しています。 

㈱京都銀行 4,542,297 4,169 
取引関係の維持及び発展のために保有
しています。 

㈱三菱UFJフィナンシャル・
グループ 

2,455,870 1,370 
取引関係の維持及び発展のために保有
しています。 

㈱りそなホールディングス 647,469 315 
取引関係の維持及び発展のために保有
しています。 

三井住友トラスト・ホール
ディングス㈱ 

609,200 269 
取引関係の維持及び発展のために保有
しています。 

SanDisk Corporation 51,426 265 
取引関係の維持及び発展のために保有
しています。 

凸版印刷㈱ 365,770 247 
取引関係の維持及び発展のために保有
しています。 

野村ホールディングス㈱ 321,901 185 
取引関係の維持及び発展のために保有
しています。 

日本写真印刷㈱ 104,104 173 
取引関係の維持及び発展のために保有
しています。 

コナミ㈱ 63,734 120 
取引関係の維持及び発展のために保有
しています。 

㈱スクウェア・エニック
ス・ホールディングス 

91,252 91 
取引関係の維持及び発展のために保有
しています。 

㈱みずほフィナンシャルグ
ループ 

284,219 56 
取引関係の維持及び発展のために保有
しています。 

シライ電子工業㈱ 336,000 37 
取引関係の維持及び発展のために保有
しています。 

王子ホールディングス㈱ 107,420 37 
過去の取引先株式を継続して保有して
います。 

日本紙パルプ商事㈱ 113,555 34 
取引関係の維持及び発展のために保有
しています。 

㈱三井住友フィナンシャル
グループ 

8,849 33 
取引関係の維持及び発展のために保有
しています。 

三信電気㈱ 50,180 31 
取引関係の維持及び発展のために保有
しています。 

コーエーテクモホールディ
ングス㈱ 

13,162 12 
取引関係の維持及び発展のために保有
しています。 

㈱テレビ東京ホールディン
グス 

10,000 10 
取引関係の維持及び発展のために保有
しています。 

㈱滋賀銀行 10,500 6 
取引関係の維持及び発展のために保有
しています。 

㈱アサツー  ディ・ケイ 1,500 3 
取引関係の維持及び発展のために保有
しています。 
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⑥  会計監査の状況 

当社は、会社法及び金融商品取引法に基づく会計監査について、京都監査法人と監査契約を締結しています。

会計監査人は、監査役及び内部監査室とも緊密な連携を保ち、監査計画及び監査結果の報告とともに、期中にお

いても必要な情報交換並びに意見交換を行い、効果的かつ効率的な監査を実施しています。当事業年度において

業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成については以下のとおりです。 

 

 
会計監査業務に係る補助者の構成    公認会計士６名、その他10名 

※  その他は、公認会計士試験合格者、システム監査担当者等です。 

  

(2) 【監査報酬の内容等】 

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】 

 
  

② 【その他重要な報酬の内容】 

(前連結会計年度) 

当社の連結子会社であるNintendo of America Inc.他８社は、当社の監査公認会計士等である京都監査法人

とコーペレーティング・ファーム(cooperating firm)契約を締結しているプライスウォーターハウスクーパー

ス・インターナショナル・リミテッドのメンバーファームに対して158百万円の報酬を支払っています。 

  

(当連結会計年度) 

当社の連結子会社であるNintendo of America Inc.他８社は、当社の監査公認会計士等である京都監査法人

がメンバーファーム契約を締結しているプライスウォーターハウスクーパース・インターナショナル・リミテ

ッドのメンバーファームに対して154百万円の報酬を支払っています。 

  

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】 

(前連結会計年度) 

当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、訴訟関連調査検証業務及び国際

財務報告書導入に伴うアドバイザリー業務等です。 

  

(当連結会計年度) 

該当事項はありません。 

  

④ 【監査報酬の決定方針】 

明文化した規定はありませんが、当該監査法人より、監査計画の説明を受け、監査役室において、計画の妥当

性やそれに伴う見積りを精査し、必要に応じて交渉を行い、その後に、監査役会の同意をもって決定していま

す。 

  

会計監査業務を執行した公認会計士 
 

 指定社員 業務執行社員 鍵  圭一郎 

 指定社員 業務執行社員 田村  透 

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に 
基づく報酬(百万円)

非監査業務に 
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に 
基づく報酬(百万円)

非監査業務に 
基づく報酬(百万円)

提出会社 90 6 83 ― 

連結子会社 24 ― 22 ― 

計 114 6 105 ― 
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第５ 【経理の状況】 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)に

基づいて作成しています。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号)に基づい

て作成しています。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成24年４月１日から平成25年３月31

日まで)の連結財務諸表及び事業年度(平成24年４月１日から平成25年３月31日まで)の財務諸表について、京都監査法

人により監査を受けています。 

  

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っています。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、または会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法

人財務会計基準機構へ加入し、当財団主催のセミナー等への参加や会計専門書の定期購読をしています。 

また、将来の指定国際会計基準の適用に備え、外部機関が主催するセミナーに参加するなど情報収集を行うととも

に、実施に向けて様々な検討を進めています。 

  

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

２．監査証明について

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
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１【連結財務諸表等】 
(1)【連結財務諸表】 
①【連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 462,021 478,761

受取手形及び売掛金 43,378 45,873

有価証券 496,301 424,540

たな卸資産 ※1  78,446 ※1  178,722

繰延税金資産 16,744 31,693

その他 46,043 33,094

貸倒引当金 △2,149 △434

流動資産合計 1,140,786 1,192,250

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 25,739 26,351

機械装置及び運搬具（純額） 13,526 8,054

工具、器具及び備品（純額） 4,707 5,309

土地 41,374 42,001

建設仮勘定 2,508 4,434

有形固定資産合計 ※2  87,856 ※2  86,152

無形固定資産   

ソフトウエア 4,801 8,276

その他 2,905 2,586

無形固定資産合計 7,706 10,863

投資その他の資産   

投資有価証券 ※3  66,505 ※3  109,634

繰延税金資産 57,185 37,690

その他 8,361 11,287

貸倒引当金 △0 △0

投資その他の資産合計 132,052 158,612

固定資産合計 227,615 255,628

資産合計 1,368,401 1,447,878
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 86,700 107,045

未払法人税等 1,008 3,563

賞与引当金 2,565 2,131

その他 65,164 81,735

流動負債合計 155,438 194,475

固定負債   

退職給付引当金 14,444 16,593

その他 7,493 9,288

固定負債合計 21,937 25,882

負債合計 177,376 220,358

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,065 10,065

資本剰余金 11,734 11,734

利益剰余金 1,419,784 1,414,095

自己株式 △156,682 △156,692

株主資本合計 1,284,901 1,279,203

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,570 8,599

為替換算調整勘定 △95,528 △60,414

その他の包括利益累計額合計 △93,957 △51,815

少数株主持分 81 131

純資産合計 1,191,025 1,227,520

負債純資産合計 1,368,401 1,447,878
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】 
【連結損益計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

売上高 647,652 635,422

売上原価 ※1, ※3  493,997 ※1, ※3  495,068

売上総利益 153,654 140,354

販売費及び一般管理費 ※2, ※3  190,975 ※2, ※3  176,764

営業損失（△） △37,320 △36,410

営業外収益   

受取利息 7,721 5,523

為替差益 － 39,506

その他 2,104 3,455

営業外収益合計 9,825 48,485

営業外費用   

売上割引 408 555

有価証券償還損 2,517 505

投資有価証券償還損 1,180 319

為替差損 27,768 －

その他 1,493 212

営業外費用合計 33,368 1,592

経常利益又は経常損失（△） △60,863 10,482

特別利益   

固定資産売却益 ※4  84 ※4  10

過年度法人税等 － ※6  2,947

特別利益合計 84 2,957

特別損失   

固定資産処分損 ※5  98 ※5  22

土壌処分費用 － 380

訴訟関連損失 － 2,840

特別損失合計 98 3,243

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

△60,877 10,197

法人税、住民税及び事業税 △5,140 △215

法人税等調整額 △12,519 3,244

法人税等合計 △17,659 3,029

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

△43,217 7,168

少数株主利益又は少数株主損失（△） △13 68

当期純利益又は当期純損失（△） △43,204 7,099
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【連結包括利益計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

△43,217 7,168

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 2,511 6,993

為替換算調整勘定 △10,316 35,111

持分法適用会社に対する持分相当額 △23 34

その他の包括利益合計 ※1  △7,827 ※1  42,139

包括利益 △51,045 49,307

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 △51,032 49,242

少数株主に係る包括利益 △13 65
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③【連結株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 10,065 10,065

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 10,065 10,065

資本剰余金   

当期首残高 11,734 11,734

当期変動額   

自己株式の処分 0 △0

当期変動額合計 0 △0

当期末残高 11,734 11,734

利益剰余金   

当期首残高 1,502,631 1,419,784

当期変動額   

剰余金の配当 △39,642 △12,787

当期純利益又は当期純損失（△） △43,204 7,099

当期変動額合計 △82,847 △5,688

当期末残高 1,419,784 1,414,095

自己株式   

当期首残高 △156,663 △156,682

当期変動額   

自己株式の取得 △19 △10

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 △18 △9

当期末残高 △156,682 △156,692

株主資本合計   

当期首残高 1,367,767 1,284,901

当期変動額   

剰余金の配当 △39,642 △12,787

当期純利益又は当期純損失（△） △43,204 7,099

自己株式の取得 △19 △10

自己株式の処分 1 0

当期変動額合計 △82,865 △5,697

当期末残高 1,284,901 1,279,203
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 △917 1,570

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2,488 7,028

当期変動額合計 2,488 7,028

当期末残高 1,570 8,599

為替換算調整勘定   

当期首残高 △85,212 △95,528

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △10,316 35,113

当期変動額合計 △10,316 35,113

当期末残高 △95,528 △60,414

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 △86,129 △93,957

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △7,827 42,142

当期変動額合計 △7,827 42,142

当期末残高 △93,957 △51,815

少数株主持分   

当期首残高 224 81

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △142 50

当期変動額合計 △142 50

当期末残高 81 131

純資産合計   

当期首残高 1,281,861 1,191,025

当期変動額   

剰余金の配当 △39,642 △12,787

当期純利益又は当期純損失（△） △43,204 7,099

自己株式の取得 △19 △10

自己株式の処分 1 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △7,970 42,192

当期変動額合計 △90,836 36,495

当期末残高 1,191,025 1,227,520
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

△60,877 10,197

減価償却費 12,523 12,637

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,410 △1,718

退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,810 574

受取利息及び受取配当金 △7,957 △5,757

為替差損益（△は益） 21,477 △29,825

持分法による投資損益（△は益） 596 △420

売上債権の増減額（△は増加） 85,500 1,691

たな卸資産の増減額（△は増加） 9,811 △83,608

仕入債務の増減額（△は減少） △107,128 20,738

未払消費税等の増減額（△は減少） △390 △465

その他 △13,309 7,106

小計 △55,534 △68,850

利息及び配当金の受取額 8,212 6,556

利息の支払額 △5 △2

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △47,628 21,906

営業活動によるキャッシュ・フロー △94,955 △40,390

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △177,093 △165,056

定期預金の払戻による収入 260,328 186,142

有形固定資産の取得による支出 △19,979 △5,788

有形固定資産の売却による収入 170 65

有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △1,368,101 △1,730,716

有価証券及び投資有価証券の売却及び償還による
収入

1,145,894 1,809,615

その他 △5,611 △5,158

投資活動によるキャッシュ・フロー △164,392 89,104

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △39,644 △12,801

その他 △179 △71

財務活動によるキャッシュ・フロー △39,823 △12,873

現金及び現金同等物に係る換算差額 △18,007 26,368

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △317,179 62,208

現金及び現金同等物の期首残高 724,366 407,186

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  407,186 ※1  469,395
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【注記事項】 

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項) 

１  連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社は28社です。 

主要な連結子会社名は、「第１  企業の概況  ４  関係会社の状況」に記載しているため、省略していま

す。 

このうち、当連結会計年度より、Nintendo RU LLC.については新たに出資したことから連結の範囲に含

め、㈱プロジェクトソラについては清算が結了したことから連結の範囲より除外しています。 

  

(2) 非連結子会社は次の１社です。 

福栄㈱ 

上記については、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等は、いずれも連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしていないためです。 

  

２  持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法適用の関連会社は４社です。 

主要な会社 

㈱ポケモン、㈱ワープスター 

  

(2) 持分法を適用していない非連結子会社は福栄㈱及び関連会社は㈱エイプで、それぞれ当期純損益及び利益

剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないためです。 

  

(3) 持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に係る財務諸表ま

たは仮決算に基づく財務諸表を使用しています。 

  

３  連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、任天堂溥天股分有限公司、神游科技有限公司、Nintendo RU LLC.他４社の決算日は、12

月31日です。 

連結決算日との差は３か月以内であるため、当該連結子会社の事業年度に係る財務諸表を基礎として連結を

行っています。ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っていま

す。 

  

４  会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

(イ)有価証券 

満期保有目的の債券は償却原価法(定額法)、その他有価証券で時価のあるものは決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)、時価のな

いものは移動平均法による原価法を採用しています。 

  

(ロ)デリバティブ 

時価法を採用しています。 

  

(ハ)たな卸資産 

主として移動平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定)を採用しています。 
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

(イ)有形固定資産(リース資産を除く) 

当社及び国内連結子会社については、定率法を採用していますが、一部の工具、器具及び備品について

は、経済的陳腐化に応じた耐用年数に基づいて償却しています。ただし、平成10年４月１日以降に取得し

た建物(建物附属設備を除く)については、定額法を採用しています。在外連結子会社については、経済的

見積耐用年数による定額法を採用しています。 

主な資産の耐用年数は以下のとおりです。 

建物及び構築物………３～60年 

  

(ロ)無形固定資産(リース資産を除く) 

定額法を採用しています。なお、自社利用のソフトウェアの償却期間は、社内における利用可能期間(主

に５年)に基づいています。 

  

(ハ)リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。 

  

(3) 重要な引当金の計上基準 

(イ)貸倒引当金 

当社及び国内連結子会社では、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績

率による計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を

計上しています。在外連結子会社では、個別に債権の回収可能性を検討し回収不能見込額を計上していま

す。 

  

(ロ)賞与引当金 

当社及び一部連結子会社では、従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上し

ています。 

  

(ハ)退職給付引当金 

当社及び一部連結子会社では、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき計上しています。 

過去勤務債務及び数理計算上の差異については、発生年度に一括処理しています。 

なお、当社の確定給付企業年金制度については、年金資産が退職給付債務を上回っているため、前払年

金費用として投資その他の資産の「その他」に計上しています。 

  

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理していま

す。なお、在外連結子会社等の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用

は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における「為替換算調整勘定」及び「少数株主

持分」に含めています。 

  

(5) のれんの償却方法及び償却期間 

主として、５年間の均等償却を行います。ただし、金額的重要性の乏しい場合は、発生年度に全額償却し

ています。 
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(6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期投資からなります。 

  

(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用しています。 

  

(未適用の会計基準等) 

「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号  平成24年５月17日)及び「退職給付に関する会計基準の

適用指針」(企業会計基準適用指針第25号  平成24年５月17日) 

１  概要 

本会計基準等は、財務報告を改善する観点及び国際的な動向を踏まえ、未認識数理計算上の差異及び未認

識過去勤務費用の処理方法、退職給付債務及び勤務費用の計算方法並びに開示の拡充を中心に改正されたも

のです。 

２  適用予定日 

平成26年３月期の期末より適用予定です。ただし、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の改正について

は、平成27年３月期の期首より適用予定です。 

３  当該会計基準等の適用による影響 

影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中です。 

  

(表示方法の変更) 

(連結損益計算書関係) 

前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていました「有価証券償還損」及び「投資有価

証券償還損」は、重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更

を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っています。この結果、前連結会計年度の連結

損益計算書において、「営業外費用」の「その他」に表示していました5,191百万円は、「有価証券償還損」

2,517百万円、「投資有価証券償還損」1,180百万円、「その他」1,493百万円として組み替えています。 

  

(会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更) 

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以後に取得した有

形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しています。これによる営業損失、経常

利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響は軽微です。 

  

(連結貸借対照表関係) 

※１  たな卸資産の内訳は、次のとおりです。 

 
  

※２  有形固定資産の減価償却累計額は、次のとおりです。 

 
  

 
前連結会計年度 

(平成24年３月31日)
当連結会計年度 

(平成25年３月31日)

製品 71,034百万円 165,137百万円 

仕掛品 235百万円 2,008百万円 

原材料及び貯蔵品 7,175百万円 11,576百万円 

 
前連結会計年度 

(平成24年３月31日)
当連結会計年度 

(平成25年３月31日)

減価償却累計額 57,885百万円 67,835百万円 
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※３  非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりです。 

 
  

(連結損益計算書関係) 

※１  期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれ

ています。 

 
  

※２  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりです。 

 
  

※３  一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費は、次のとおりです。 

 
  

※４  固定資産売却益の内容は、次のとおりです。 

 
  

※５  固定資産処分損の内容は、次のとおりです。 

 
  

※６  過年度法人税等 

当社と米国子会社との取引に関して、既に成立している二国間APA(移転価格の事前確認制度)に基づいて行

われた米国所得の減額調整の結果、米国税制上の取扱いに従い還付された米国源泉所得税です。 

  

 
前連結会計年度 

(平成24年３月31日)
当連結会計年度 

(平成25年３月31日)

投資有価証券 5,300百万円 6,272百万円 

 (自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

前連結会計年度
(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当連結会計年度

たな卸資産評価損 7,516百万円 8,758百万円 

 (自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

前連結会計年度
(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当連結会計年度

広告宣伝費 74,599百万円 61,104百万円 

研究開発費 52,614百万円 53,447百万円 

給料手当及び賞与 18,189百万円 16,979百万円 

減価償却費 6,191百万円 4,578百万円 

賞与引当金繰入額 974百万円 751百万円 

貸倒引当金繰入額 △153百万円 207百万円 

 (自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

前連結会計年度
(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当連結会計年度

研究開発費 52,675百万円 53,483百万円 

(自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

前連結会計年度
(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当連結会計年度

建物及び構築物 81百万円 土地 10百万円 

機械装置及び運搬具 2百万円   

計 84百万円 計 10百万円 

(自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

前連結会計年度
(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当連結会計年度

除却損  除却損  

建物及び構築物 41百万円 建物及び構築物 16百万円 

工具、器具及び備品 39百万円 工具、器具及び備品 4百万円 

ソフトウエア 16百万円 ソフトウエア 1百万円 

計 98百万円 計 22百万円 
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(連結包括利益計算書関係) 

※１  その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額 

 
  

(連結株主資本等変動計算書関係) 

前連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日) 

１  発行済株式に関する事項 

 
  

２  自己株式に関する事項 

 
(変動事由の概要) 

増加は単元未満株式の買取請求による取得で、減少は単元未満株式の買増請求による売渡です。 

  

３  配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

 (自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

前連結会計年度
(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当連結会計年度

その他有価証券評価差額金   

当期発生額 16百万円 11,018百万円 

組替調整額 3,574百万円 △271百万円 

税効果調整前 3,590百万円 10,747百万円 

税効果額 △1,079百万円 △3,753百万円 

その他有価証券評価差額金 2,511百万円 6,993百万円 

為替換算調整勘定   

当期発生額 △10,316百万円 35,111百万円 

持分法適用会社に対する持分相当額   

当期発生額 △23百万円 34百万円 

その他の包括利益合計 △7,827百万円 42,139百万円 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 (株) 141,669,000 ― ― 141,669,000 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 (株) 13,789,931 1,430 75 13,791,286 

(決議) 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成23年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 39,642 310 平成23年３月31日 平成23年６月30日

(決議) 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

配当の原資
１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 12,787 利益剰余金 100 平成24年３月31日 平成24年６月29日
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当連結会計年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日) 

１  発行済株式に関する事項 

 
  

２  自己株式に関する事項 

 
(変動事由の概要) 

増加は単元未満株式の買取請求による取得で、減少は単元未満株式の買増請求による売渡です。 

  

３  配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

※１  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりで

す。 

 
  

(リース取引関係) 

１  ファイナンス・リース取引 

重要性がないため記載を省略しています。 

  

２  オペレーティング・リース取引 

解約不能のものに係る未経過リース料 

 
  

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 (株) 141,669,000 ― ― 141,669,000 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 (株) 13,791,286 1,083 74 13,792,295 

(決議) 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成24年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 12,787 100 平成24年３月31日 平成24年６月29日

(決議) 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

配当の原資
１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成25年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 12,787 利益剰余金 100 平成25年３月31日 平成25年６月28日

 (自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

前連結会計年度
(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当連結会計年度

現金及び預金勘定 462,021百万円 478,761百万円 

預入期間が３か月を超える 
定期預金 

△64,239百万円 △42,826百万円 

取得日から３か月以内に 
償還期限の到来する短期投資 

9,404百万円 33,460百万円 

現金及び現金同等物 407,186百万円 469,395百万円 

 
前連結会計年度 

(平成24年３月31日)
当連結会計年度 

(平成25年３月31日)

１年以内 1,086百万円 1,297百万円 

１年超 4,028百万円 3,052百万円 

合計 5,115百万円 4,350百万円 
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(金融商品関係) 

１  金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループ(当社及び連結子会社)は、安全性の高い預金等の金融資産で運用しています。デリバティブ

は、後述するリスクの軽減及び短期金融資産の運用利回り向上のために利用し、投機的な取引は行いませ

ん。 

  

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては、取引先の財務状況

や取引実績を評価し、それに基づいて取引限度額の設定・見直しを行うことにより、リスクの軽減を図って

います。有価証券及び投資有価証券に含まれる債券は、主に満期保有目的で信用度の高い取引金融機関等の

債券を対象としているため、信用リスクは僅少です。また、為替の変動リスクと市場価格の変動リスクに晒

されていますが、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、継続的に見直しをしています。投資有価証

券に含まれる株式は主に業務上の関係を有する企業の株式で、市場価格の変動リスクに晒されていますが、

保有残高に重要性はありません。 

支払手形及び買掛金並びに未払法人税等は、１年以内の支払期日です。 

デリバティブ取引は、外貨建預金及び外貨建営業債権に係る為替変動リスクの軽減等を目的とした為替予

約取引、直物為替先渡取引及び通貨オプション取引です。これらの取引については、取締役社長または管掌

取締役の承認を得て、当社では財務部が、連結子会社では財務担当部門が外貨預金等の残高の範囲内でのみ

行っており、取引実績は、管掌取締役及び取締役会に定期的に報告しています。また、契約先は信用度の高

い金融機関に限定しているため、相手方の契約不履行によるリスクはほとんどないと認識しています。 

  

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれています。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用する

ことにより、当該価額が変動することがあります。また、「注記事項(デリバティブ取引関係)」におけるデ

リバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すも

のではありません。 
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２  金融商品の時価等に関する事項 

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。 

前連結会計年度(平成24年３月31日) 

 
  

当連結会計年度(平成25年３月31日) 

 
  

(注１)  金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

現金及び預金、並びに受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。 

有価証券及び投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっています。債券は、取引金融機関から提示された価格によ

っています。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、「注記事項(有価証券関係)」に記載して

います。 

支払手形及び買掛金、並びに未払法人税等 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。 

デリバティブ取引 

デリバティブ取引によって生じた正味の債権債務を純額で表示しており、債務となる場合は(  )で示していま

す。 

時価の算定方法及び取引の対象物の種類ごとのデリバティブ取引に関する事項については、「注記事項(デリ

バティブ取引関係)」に記載しています。 

  

(注２)  時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額 

 
これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるため、「有価証券及び投資有価証券」には含めていません。 

  

 
連結貸借対照表計上額 

(百万円)
時価 

(百万円)
差額 

(百万円)

現金及び預金 462,021 462,021 ― 

受取手形及び売掛金 43,378 43,378 ― 

有価証券及び投資有価証券    

満期保有目的の債券 423,199 423,200 0 

その他有価証券 134,117 134,117 ― 

資産計 1,062,717 1,062,717 0 

支払手形及び買掛金 86,700 86,700 ― 

未払法人税等 1,008 1,008 ― 

負債計 87,708 87,708 ― 

デリバティブ取引 (5,164) (5,164) ― 

 
連結貸借対照表計上額 

(百万円)
時価 

(百万円)
差額 

(百万円)

現金及び預金 478,761 478,761 ― 

受取手形及び売掛金 45,873 45,873 ― 

有価証券及び投資有価証券    

満期保有目的の債券 368,232 368,237 5 

その他有価証券 159,482 159,482 ― 

資産計 1,052,349 1,052,355 5 

支払手形及び買掛金 107,045 107,045 ― 

未払法人税等 3,563 3,563 ― 

負債計 110,608 110,608 ― 

デリバティブ取引 26 26 ― 

  
前連結会計年度 

(平成24年３月31日)
当連結会計年度 

(平成25年３月31日)

非上場株式 (百万円) 5,488 6,460 
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(注３)  金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

前連結会計年度(平成24年３月31日) 

 
  

当連結会計年度(平成25年３月31日) 

 
  

(有価証券関係) 

１  満期保有目的の債券 

前連結会計年度(平成24年３月31日) 

 
  
当連結会計年度(平成25年３月31日) 

 
  

 
１年以内 
(百万円)

１年超５年以内 
(百万円)

現金及び預金 462,021 ― 

受取手形及び売掛金 43,378 ― 

有価証券及び投資有価証券   

満期保有目的の債券   

譲渡性預金 355,831 182 

金銭信託 15,000 ― 

公社債 52,077 ― 

その他有価証券のうち満期があるもの   

譲渡性預金 1,643 ― 

公社債 71,382 41,525 

合計 1,001,334 41,708 

 
１年以内 
(百万円)

１年超５年以内 
(百万円)

現金及び預金 478,761 ― 

受取手形及び売掛金 45,873 ― 

有価証券及び投資有価証券   

満期保有目的の債券   

譲渡性預金 287,606 ― 

金銭信託 15,000 ― 

公社債 65,595 ― 

その他有価証券のうち満期があるもの   

譲渡性預金 ― 2,351 

公社債 65,029 73,695 

その他 ― 901 

合計 957,865 76,948 

 
連結貸借対照表計上額 

(百万円)
時価 

(百万円)
差額 

(百万円)

時価が連結貸借対照表計上額を
超えるもの 

17,395 17,426 30 

時価が連結貸借対照表計上額を
超えないもの 

405,804 405,774 △30 

合計 423,199 423,200 0 

 
連結貸借対照表計上額 

(百万円)
時価 

(百万円)
差額 

(百万円)

時価が連結貸借対照表計上額を
超えるもの 

23,564 23,587 22 

時価が連結貸借対照表計上額を
超えないもの 

344,667 344,650 △17 

合計 368,232 368,237 5 
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２  その他有価証券 

前連結会計年度(平成24年３月31日) 

 
  

当連結会計年度(平成25年３月31日) 

 
  

３  連結会計年度中に売却したその他有価証券 

前連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日) 

 
  

当連結会計年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日) 

 
  

 
連結貸借対照表計上額 

(百万円)
取得原価 
(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの 

   

株式 10,395 5,674 4,721 

債券 49,330 48,937 392 

その他 822 821 0 

小計 60,548 55,433 5,114 

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの 

   

株式 251 261 △9 

債券 72,483 75,541 △3,057 

その他 833 834 △0 

小計 73,569 76,638 △3,068 

合計 134,117 132,071 2,046 

 
連結貸借対照表計上額 

(百万円)
取得原価 
(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの 

   

株式 13,834 5,893 7,941 

債券 72,472 67,447 5,025 

小計 86,306 73,340 12,966 

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの 

   

株式 42 42 △0 

債券 69,185 69,345 △160 

その他 3,947 3,960 △12 

小計 73,175 73,348 △172 

合計 159,482 146,688 12,793 

 
売却額 
(百万円)

売却益の合計額 
(百万円)

売却損の合計額 
(百万円)

債券 473,771 138 14 

その他 790 0 ― 

合計 474,562 138 14 

 
売却額 
(百万円)

売却益の合計額 
(百万円)

売却損の合計額 
(百万円)

債券 789,763 153 22 

その他 22,106 6 ― 

合計 811,870 159 22 
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(デリバティブ取引関係) 

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

通貨関連 

前連結会計年度(平成24年３月31日) 

 
  
当連結会計年度(平成25年３月31日) 

 
  

(注) １  時価の算定は、取引金融機関から提示された価格によっています。 

２  上記契約額等の(  )内の金額はオプション料です。 

  

区分 取引の種類
契約額等 
(百万円)

契約額等のうち 
１年超(百万円)

時価 
(百万円)

評価損益 
(百万円)

市場取引以外
の取引 

為替予約取引     

売建     

カナダドル 947 ― 10 10 

     

直物為替先渡取引     

売建     

韓国ウォン 823 ― △43 △43 

     

通貨オプション取引     

売建     

コール     

ユーロ 
 

114,242 
(724)

― 
(―) 5,032 

 
△4,308 

 

豪ドル 
 

7,765 
(135)

― 
(―) 267 

 
△132 

 

買建     

プット     

ユーロ 
 

38,080 
(859)

― 
(―) 170 

 
△689 

 

 合計 ― ― ― △5,164 

区分 取引の種類
契約額等 
(百万円)

契約額等のうち 
１年超(百万円)

時価 
(百万円)

評価損益 
(百万円)

市場取引以外
の取引 

為替予約取引     

売建     

カナダドル 602 ― △6 △5 

     

直物為替先渡取引     

売建     

韓国ウォン 1,761 ― △4 △4 

     

通貨オプション取引     

売建     

コール     

ユーロ 
 

13,416 
(121)

― 
(―) 112 

 
9 

 

買建     

プット     

ユーロ 
 

8,895 
(136)

― 
(―) 150 

 
13 

 

 合計 ― ― ― 12 
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(退職給付関係) 

１  採用している退職給付制度の概要 

当社では、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を設けています。一部連結

子会社では、確定給付型制度のほか、確定拠出型制度を設けています。また、従業員の退職等に際して割増退

職金を支払う場合があります。 

  

２  退職給付債務に関する事項 

 
(注)  一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しています。 

  

３  退職給付費用に関する事項 

 
(注) １  「イ  勤務費用」には、簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用を含めています。 

２  「ヘ  その他」は、主に確定拠出型制度による掛金拠出額です。 

  

４  退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ  退職給付見込額の期間配分方法 

期間定額基準 

  

ロ  割引率及び期待運用収益率 

 
  

ハ  数理計算上の差異の処理年数 

発生年度に一括処理 

  

 
前連結会計年度 

(平成24年３月31日)
当連結会計年度 

(平成25年３月31日)

イ  退職給付債務 △32,043百万円 △37,698百万円 

ロ  年金資産 19,758百万円 23,896百万円 

ハ  未積立退職給付債務(イ＋ロ) △12,284百万円 △13,801百万円 

ニ  連結貸借対照表計上額純額(ハ) △12,284百万円 △13,801百万円 

ホ  前払年金費用 2,159百万円 2,792百万円 

へ  退職給付引当金(ニ－ホ) △14,444百万円 △16,593百万円 

 (自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

前連結会計年度
(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当連結会計年度

イ  勤務費用 1,968百万円 2,112百万円 

ロ  利息費用 745百万円 862百万円 

ハ  期待運用収益 △477百万円 △635百万円 

ニ  数理計算上の差異の費用処理額 510百万円 416百万円 

ホ  退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ) 2,746百万円 2,756百万円 

ヘ  その他 1,096百万円 1,188百万円 

ト  合計(ホ＋ヘ) 3,843百万円 3,945百万円 

 (自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

前連結会計年度
(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当連結会計年度

割引率 1.7％～4.25％ 1.4％～3.9％ 

期待運用収益率 1.2％～7.5％ 1.7％～7.5％ 
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(税効果会計関係) 

１  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 
(表示方法の変更) 

繰延税金資産の「減価償却超過額」及び「投資有価証券評価損」は、当連結会計年度において重要性が乏

しくなったため、繰延税金資産の「その他」に含めて表示することとし、繰延税金負債の「減価償却不足

額」は同様の理由により、繰延税金負債の「その他」に含めて表示することとしました。また、繰延税金負

債の「その他有価証券評価差額」は、当連結会計年度において重要性が増したため独立掲記することとしま

した。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の注記の組替えを行っています。 

  

２  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 
(注)  前連結会計年度は、税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載していません。 

  

(企業結合等関係) 

重要性がないため記載を省略しています。 

  

(資産除去債務関係) 

資産除去債務の総額に重要性がないため記載を省略しています。 

  

 
前連結会計年度 

(平成24年３月31日)
当連結会計年度 

(平成25年３月31日)

繰延税金資産   

研究開発費 28,872百万円 28,866百万円 

税務上の繰越欠損金 28,719百万円 16,643百万円 

未払金・未払費用 4,155百万円 10,409百万円 

退職給付引当金 5,281百万円 6,374百万円 

たな卸資産における連結会社間 
未実現利益及び評価減 

3,562百万円 5,828百万円 

税務上の売上認識額 5,332百万円 5,790百万円 

その他 12,985百万円 15,049百万円 

繰延税金資産  小計 88,910百万円 88,961百万円 

評価性引当額 △2,486百万円 △2,969百万円 

繰延税金資産  合計 86,423百万円 85,992百万円 

繰延税金負債   

関係会社留保利益 △6,426百万円 △6,934百万円 

その他有価証券評価差額 △1,568百万円 △4,272百万円 

その他 △4,502百万円 △5,422百万円 

繰延税金負債  合計 △12,497百万円 △16,629百万円 

繰延税金資産の純額 73,925百万円 69,363百万円 

 
前連結会計年度 

(平成24年３月31日)
当連結会計年度 

(平成25年３月31日)

法定実効税率 ― 37.9％ 

(調整)   

連結子会社の税率差異 ― 9.9％ 

評価性引当額 ― 9.0％ 

在外連結子会社等の留保利益に係る税効果 ― 5.0％ 

試験研究費の総額等に係る特別控除額 ― △8.7％ 

未実現利益に係る税効果未認識額 ― △27.2％ 

その他 ― 3.8％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ― 29.7％ 
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(賃貸等不動産関係) 

賃貸等不動産の総額に重要性がないため記載を省略しています。 

  

(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

当社グループは、携帯ゲームやホームコンソールゲームのハードウェア及びソフトウェアの開発、製造及び

販売を主な事業としています。全世界向けの主たる開発と製造は当社が行い、日本での販売は当社が、海外で

の販売は現地子会社が行っています。事業を展開するうえで、販売状況については製品の種類や地域ごとに分

析を行っていますが、当社製品の販売ルートや販売市場は全て同一であり、また、主要な現地子会社は販売機

能のみを有した会社であるため、経営資源の配分の決定や業績評価は、種類別や地域別ではなく当社グループ

全体で行っています。従って、事業セグメントは単一です。このため、記載を省略しています。 

  

【関連情報】 

前連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日) 

１  製品及びサービスごとの情報 

(単位：百万円)

 
  

２  地域ごとの情報 

(1) 売上高 

(単位：百万円)

 
(注)  売上高は、顧客の所在地を基礎とした国または地域に分類しています。 

  

(2) 有形固定資産 

(単位：百万円)

 
(注)  有形固定資産は、所在地を基礎とした国に分類しています。 

  

３  主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先はありません。 

  

当連結会計年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日) 

１  製品及びサービスごとの情報 

(単位：百万円)

 
  

 
携帯 

ゲーム機

ホーム 
コンソール 
ゲーム機

携帯 
ゲーム機用 
ソフトウェア

ホーム 
コンソール 
ゲーム機用 
ソフトウェア

その他 合計

外部顧客への売上高 234,604 116,022 128,009 117,360 51,656 647,652 

日本
米大陸

欧州 その他 合計
 うち、米国

148,216 250,981 216,074 217,382 31,072 647,652 

日本 米国 その他 合計

63,158 21,847 2,850 87,856 

 
携帯 

ゲーム機

ホーム 
コンソール 
ゲーム機

携帯 
ゲーム機用 
ソフトウェア

ホーム 
コンソール 
ゲーム機用 
ソフトウェア

その他 合計

外部顧客への売上高 227,224 136,852 144,588 77,156 49,599 635,422 
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２  地域ごとの情報 

(1) 売上高 

(単位：百万円)

 
(注)  売上高は、顧客の所在地を基礎とした国または地域に分類しています。 

  

(2) 有形固定資産 

(単位：百万円)

 
(注)  有形固定資産は、所在地を基礎とした国に分類しています。 

  

３  主要な顧客ごとの情報 

(単位：百万円)

 
(注)  当社グループは単一セグメントのため、関連するセグメント名の記載を行っていません。 

  

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

当社グループは単一セグメントのため、記載を省略しています。 

  

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

当社グループは単一セグメントのため、記載を省略しています。 

  

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

当社グループは単一セグメントのため、記載を省略しています。 

  

【関連当事者情報】 

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

 
(注) １  潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。 

２  １株当たり当期純利益又は当期純損失の算定上の基礎は、次のとおりです。 

 
  

日本
米大陸

欧州 その他 合計
 うち、米国

208,944 236,665 198,777 169,887 19,925 635,422 

日本 米国 その他 合計

59,054 23,825 3,272 86,152 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

ジェスネット㈱ 71,105 ― 

 (自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

前連結会計年度
(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当連結会計年度

１株当たり純資産額 (円) 9,313.15 9,598.22 

１株当たり当期純利益又は当期純損失(△) (円) △337.86 55.52 

 (自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

前連結会計年度
(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当連結会計年度

当期純利益又は当期純損失(△) (百万円) △43,204 7,099 

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ― 

普通株式に係る当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(百万円) △43,204 7,099 

普通株式の期中平均株式数 (千株) 127,878 127,877 
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(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

 
(注) １  借入金の平均利率は、無利息借入金を除いた期末残高に対する加重平均利率を記載しています。 

２  １年以内に返済予定の長期借入金の当期末残高のうち34百万円は無利息です。 

３  リース債務の平均利率は、リース料総額に含まれる利息相当額を定額法により各連結会計年度に配分してい
るため、記載していません。 

  

【資産除去債務明細表】 

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結

会計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略しています。 

  

(2) 【その他】 

当連結会計年度における四半期情報等 

 
  

 

  

区分
当期首残高 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

平均利率 
(％)

返済期限

短期借入金 ― ― ― ―

１年以内に返済予定の長期借入金 4 35 3.05 ―

１年以内に返済予定のリース債務 53 40 ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く) 29 ― ― ―

リース債務(１年以内に返済予定のものを除く) 40 ― ― ―

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 128 75 ― ―

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (百万円) 84,813 200,994 543,033 635,422 

税金等調整前四半期(当期)純利益 
又は税金等調整前四半期純損失(△) 

(百万円) △29,785 △47,271 22,354 10,197 

四半期(当期)純利益 
又は四半期純損失(△) 

(百万円) △17,231 △27,996 14,545 7,099 

１株当たり四半期(当期)純利益 
又は１株当たり四半期純損失(△) 

(円) △134.75 △218.93 113.75 55.52 

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益 
又は１株当たり四半期純損失(△) 

(円) △134.75 △84.19 332.68 △58.23 
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２【財務諸表等】 
(1)【財務諸表】 
①【貸借対照表】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当事業年度 
(平成25年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 344,576 406,305

受取手形 29 5

売掛金 ※3  68,208 ※3  96,381

有価証券 404,410 351,519

たな卸資産 ※1  9,363 ※1  31,529

前払費用 1,795 2,482

繰延税金資産 19,158 33,594

未収入金 10,097 12,258

未収還付法人税等 15,753 －

その他 1,647 3,558

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 875,041 937,634

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 10,097 9,609

構築物（純額） 198 258

機械及び装置（純額） 11,670 6,282

車両運搬具（純額） 30 18

工具、器具及び備品（純額） 1,833 1,645

土地 36,827 36,820

建設仮勘定 2,458 4,357

有形固定資産合計 ※2  63,115 ※2  58,991

無形固定資産   

特許権 156 130

商標権 21 18

ソフトウエア 471 599

その他 0 0

無形固定資産合計 648 748

投資その他の資産   

投資有価証券 40,528 56,478

関係会社株式 27,676 27,180

関係会社出資金 10,419 10,419

従業員に対する長期貸付金 13 8

関係会社長期貸付金 760 350

長期前払費用 2,332 3,018

繰延税金資産 48,325 25,907

その他 14 75

貸倒引当金 △414 △350

投資その他の資産合計 129,657 123,087

固定資産合計 193,421 182,828

資産合計 1,068,462 1,120,462
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当事業年度 
(平成25年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形 1,570 1,629

買掛金 80,315 99,985

リース債務 52 40

未払金 15,299 15,929

未払費用 11,593 36,712

未払法人税等 － 2,668

前受金 5,137 6,178

預り金 1,193 1,430

賞与引当金 2,490 2,047

設備関係支払手形 31 176

その他 5,765 497

流動負債合計 123,450 167,296

固定負債   

リース債務 40 －

長期未払金 745 434

退職給付引当金 3,582 3,860

固定負債合計 4,367 4,294

負債合計 127,818 171,591

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,065 10,065

資本剰余金   

資本準備金 11,584 11,584

その他資本剰余金 150 150

資本剰余金合計 11,734 11,734

利益剰余金   

利益準備金 2,516 2,516

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金 ※5  34 ※5  32

別途積立金 860,000 860,000

繰越利益剰余金 211,361 212,603

利益剰余金合計 1,073,911 1,075,152

自己株式 △156,682 △156,692

株主資本合計 939,029 940,260

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,615 8,609

評価・換算差額等合計 1,615 8,609

純資産合計 940,644 948,870

負債純資産合計 1,068,462 1,120,462
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②【損益計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

売上高 ※7  531,709 ※7  607,696

売上原価   

製品期首たな卸高 10,050 5,071

当期製品製造原価 ※3  445,865 ※3  538,674

著作権等使用料 17,811 27,552

その他 － 193

合計 473,727 571,491

他勘定振替高 ※4  186 ※4  262

製品期末たな卸高 5,071 20,227

売上原価合計 ※1  468,469 ※1  551,002

売上総利益 63,240 56,694

販売費及び一般管理費 ※2, ※3  97,943 ※2, ※3  92,553

営業損失（△） △34,702 △35,859

営業外収益   

受取利息 3,983 1,804

有価証券利息 1,823 2,053

為替差益 － 54,025

その他 2,659 2,443

営業外収益合計 8,466 60,327

営業外費用   

売上割引 463 590

有価証券償還損 2,517 505

投資有価証券償還損 1,180 319

為替差損 25,806 －

貸倒引当金繰入額 39 －

その他 422 14

営業外費用合計 30,429 1,429

経常利益又は経常損失（△） △56,665 23,038

特別利益   

固定資産売却益 ※5  － ※5  10

関係会社清算益 － 71

過年度法人税等 － ※8  2,947

特別利益合計 － 3,028

特別損失   

固定資産処分損 ※6  65 ※6  10

関係会社株式評価損 443 1,169

土壌処分費用 － 380

訴訟関連損失 － 2,840

特別損失合計 509 4,400

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △57,175 21,666

法人税、住民税及び事業税 1 3,409

法人税等調整額 △19,253 4,228

法人税等合計 △19,252 7,637

当期純利益又は当期純損失（△） △37,923 14,028
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【製造原価明細書】 

 
(注)※１  労務費には次のものが含まれています。 

 
  

※２  経費には次のものが含まれています。 

 
  

(原価計算の方法) 

原価計算の方法は、グループ別(組別)総合原価計算を採用しています。 

  

  (自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

前事業年度
(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当事業年度

区分
注記 
番号

金額 
(百万円)

構成比 
(％)

金額 
(百万円)

構成比 
(％)

Ⅰ  材料費  430,740 96.7 524,945 97.1 

Ⅱ  労務費 ※１ 3,285 0.7 3,411 0.6 

Ⅲ  経費 ※２ 11,532 2.6 12,260 2.3 

当期総製造費用  445,557 100.0 540,617 100.0 

期首仕掛品たな卸高  382  64  

合計  445,939  540,681  

期末仕掛品たな卸高  64  1,993  

他勘定振替高  9  14  

当期製品製造原価  445,865  538,674  

項目  前事業年度  当事業年度

賞与引当金繰入額  374百万円  308百万円 

項目  前事業年度  当事業年度

減価償却費  5,317百万円  7,002百万円 

外注加工費  4,113百万円  3,374百万円 

― 59 ―



③【株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 10,065 10,065

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 10,065 10,065

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 11,584 11,584

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 11,584 11,584

その他資本剰余金   

当期首残高 150 150

当期変動額   

自己株式の処分 0 △0

当期変動額合計 0 △0

当期末残高 150 150

資本剰余金合計   

当期首残高 11,734 11,734

当期変動額   

自己株式の処分 0 △0

当期変動額合計 0 △0

当期末残高 11,734 11,734

利益剰余金   

利益準備金   

当期首残高 2,516 2,516

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,516 2,516

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金   

当期首残高 33 34

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の積立 2 －

固定資産圧縮積立金の取崩 △1 △1

当期変動額合計 1 △1

当期末残高 34 32
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

別途積立金   

当期首残高 860,000 860,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 860,000 860,000

繰越利益剰余金   

当期首残高 288,927 211,361

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の積立 △2 －

固定資産圧縮積立金の取崩 1 1

剰余金の配当 △39,642 △12,787

当期純利益又は当期純損失（△） △37,923 14,028

当期変動額合計 △77,566 1,242

当期末残高 211,361 212,603

利益剰余金合計   

当期首残高 1,151,477 1,073,911

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の積立 － －

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

剰余金の配当 △39,642 △12,787

当期純利益又は当期純損失（△） △37,923 14,028

当期変動額合計 △77,565 1,240

当期末残高 1,073,911 1,075,152

自己株式   

当期首残高 △156,663 △156,682

当期変動額   

自己株式の取得 △19 △10

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 △18 △9

当期末残高 △156,682 △156,692

株主資本合計   

当期首残高 1,016,613 939,029

当期変動額   

剰余金の配当 △39,642 △12,787

当期純利益又は当期純損失（△） △37,923 14,028

自己株式の取得 △19 △10

自己株式の処分 1 0

当期変動額合計 △77,584 1,231

当期末残高 939,029 940,260

― 61 ―



(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 △917 1,615

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2,532 6,994

当期変動額合計 2,532 6,994

当期末残高 1,615 8,609

評価・換算差額等合計   

当期首残高 △917 1,615

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2,532 6,994

当期変動額合計 2,532 6,994

当期末残高 1,615 8,609

純資産合計   

当期首残高 1,015,695 940,644

当期変動額   

剰余金の配当 △39,642 △12,787

当期純利益又は当期純損失（△） △37,923 14,028

自己株式の取得 △19 △10

自己株式の処分 1 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2,532 6,994

当期変動額合計 △75,051 8,226

当期末残高 940,644 948,870
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【注記事項】 

(重要な会計方針) 

１  有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的の債券は償却原価法(定額法)、子会社株式及び関連会社株式は移動平均法による原価法、その

他有価証券で時価のあるものは決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定)、時価のないものは移動平均法による原価法を採用しています。 

  

２  デリバティブの評価基準及び評価方法 

時価法を採用しています。 

  

３  たな卸資産の評価基準及び評価方法 

主として移動平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)を

採用しています。 

  

４  固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産(リース資産を除く) 

定率法を採用していますが、一部の工具、器具及び備品については、経済的陳腐化に応じた耐用年数に基

づいて償却しています。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)については、

定額法を採用しています。 

主な資産の耐用年数は以下のとおりです。 

建物………３～50年 

  

(2) 無形固定資産(リース資産を除く) 

定額法を採用しています。なお、自社利用のソフトウェアの償却期間は、社内における利用可能期間(主に

５年)に基づいています。 

  

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。 

  

５  外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理していま

す。 

  

６  引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念債権

等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しています。 

  

(2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しています。 

  

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上

しています。 

過去勤務債務及び数理計算上の差異については、発生年度に一括処理しています。 

なお、確定給付企業年金制度については、年金資産が退職給付債務を上回っているため、前払年金費用と

して投資その他の資産の「長期前払費用」に計上しています。 
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７  その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用しています。 

  

(表示方法の変更) 

(損益計算書関係) 

前事業年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていました「有価証券償還損」及び「投資有価証券

償還損」は、重要性が増したため、当事業年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映さ

せるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っています。この結果、前事業年度の損益計算書において、「営

業外費用」の「その他」に表示していました4,121百万円は、「有価証券償還損」2,517百万円、「投資有価証券

償還損」1,180百万円、「その他」422百万円として組み替えています。 

  

(会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更) 

当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産については、

改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しています。これによる営業損失、経常利益及び税引前当期純利

益に与える影響は軽微です。 

  

(貸借対照表関係) 

※１  たな卸資産の内訳は、次のとおりです。 

 
  

※２  有形固定資産の減価償却累計額は、次のとおりです。 

 
  

※３  関係会社に対する資産 

区分掲記した以外の科目に含まれるものは、次のとおりです。 

 
  

４  保証債務は、次のとおりです。 

不動産賃借料支払保証 

 
  

※５  租税特別措置法の規定に基づくものです。 

  

 
前事業年度 

(平成24年３月31日)
当事業年度 

(平成25年３月31日)

製品 5,071百万円 20,227百万円 

仕掛品 64百万円 1,993百万円 

原材料及び貯蔵品 4,227百万円 9,308百万円 

 
前事業年度 

(平成24年３月31日)
当事業年度 

(平成25年３月31日)

減価償却累計額 42,065百万円 47,346百万円 

 
前事業年度 

(平成24年３月31日)
当事業年度 

(平成25年３月31日)

売掛金 55,776百万円 85,077百万円 

 
前事業年度 

(平成24年３月31日)
当事業年度 

(平成25年３月31日)

NES Merchandising, Inc. 
US$13,089千 

(1,075百万円) 
US$10,382千 
(976百万円) 
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(損益計算書関係) 

※１  期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれ

ています。 

 
  

※２  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりです。 

 
  

おおよその割合 

 
  

※３  一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費は、次のとおりです。 

 
  

※４  販売費及び一般管理費他への振替高です。 

  

※５  固定資産売却益の内容は、次のとおりです。 

 
  

※６  固定資産処分損の内容は、次のとおりです。 

 
  

 (自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

前事業年度
(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当事業年度

たな卸資産評価損 3,714百万円 3,648百万円 

 (自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

前事業年度
(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当事業年度

研究開発費 53,623百万円 54,356百万円 

広告宣伝費 16,195百万円 11,989百万円 

支払手数料 6,932百万円 6,107百万円 

給料手当及び賞与 5,430百万円 5,337百万円 

減価償却費 3,145百万円 1,031百万円 

賞与引当金繰入額 974百万円 751百万円 

貸倒引当金繰入額 △0百万円 0百万円 

販売費 25％ 23％ 

一般管理費 75％ 77％ 

 (自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

前事業年度
(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当事業年度

研究開発費 53,684百万円 54,392百万円 

(自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

前事業年度
 (自  平成24年４月１日 

至  平成25年３月31日) 

当事業年度

 ―百万円  土地 10百万円 

(自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

前事業年度
 (自  平成24年４月１日 

至  平成25年３月31日) 

当事業年度

除却損   除却損  

工具、器具及び備品 38百万円  構築物 7百万円 

建物 25百万円  建物 2百万円 

構築物 1百万円  ソフトウエア 1百万円 

   工具、器具及び備品 0百万円 

計 65百万円  計 10百万円 

― 65 ―



  
※７  関係会社に対する事項 

区分掲記した以外の科目に含まれるものは、次のとおりです。 

 
(表示方法の変更) 

「営業外収益」は、当事業年度において重要性が乏しくなったため表示していません。 

  

※８  過年度法人税等 

当社と米国子会社との取引に関して、既に成立している二国間APA(移転価格の事前確認制度)に基づいて行

われた米国所得の減額調整の結果、米国税制上の取扱いに従い還付された米国源泉所得税です。 

  

(株主資本等変動計算書関係) 

前事業年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日) 

自己株式に関する事項 

 
(変動事由の概要) 

増加は単元未満株式の買取請求による取得で、減少は単元未満株式の買増請求による売渡です。 

  

当事業年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日) 

自己株式に関する事項 

 
(変動事由の概要) 

増加は単元未満株式の買取請求による取得で、減少は単元未満株式の買増請求による売渡です。 

  

(リース取引関係) 

ファイナンス・リース取引 

重要性がないため記載を省略しています。 

  

(有価証券関係) 

市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計

上額は、次のとおりです。 

 
  

 (自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

前事業年度
(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当事業年度

売上高 381,869百万円 396,966百万円 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式 (株) 13,789,931 1,430 75 13,791,286 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式 (株) 13,791,286 1,083 74 13,792,295 

 
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

子会社株式 27,517百万円 27,021百万円 

関連会社株式 159百万円 159百万円 
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(税効果会計関係) 

１  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 
(表示方法の変更) 

繰延税金資産の「税務上の繰延資産」及び繰延税金負債の「前払年金費用」は、当事業年度において重要

性が増したため独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の注記の

組替えを行っています。 

  

２  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 
(注)  前事業年度は、税引前当期純損失を計上しているため、記載していません。 

  

 
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

繰延税金資産   

研究開発費 28,946百万円 28,620百万円 

未払金・未払費用 3,356百万円 13,428百万円 

税務上の繰越欠損金 26,478百万円 10,389百万円 

関係会社株式評価損 3,520百万円 3,871百万円 

税務上の売上認識額 2,513百万円 2,342百万円 

たな卸資産評価減 2,158百万円 2,015百万円 

税務上の繰延資産 388百万円 1,762百万円 

投資有価証券評価損 2,113百万円 1,721百万円 

その他 6,103百万円 5,821百万円 

繰延税金資産  小計 75,580百万円 69,973百万円 

評価性引当額 △4,632百万円 △4,976百万円 

繰延税金資産  合計 70,947百万円 64,997百万円 

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額 △1,566百万円 △4,264百万円 

前払年金費用 △766百万円 △991百万円 

未収事業税 △1,095百万円 ―百万円 

その他 △33百万円 △239百万円 

繰延税金負債  合計 △3,463百万円 △5,495百万円 

繰延税金資産の純額 67,484百万円 59,501百万円 

 
前事業年度 

(平成24年３月31日)
当事業年度 

(平成25年３月31日)

法定実効税率 ― 37.9％ 

(調整)   

試験研究費の総額等に係る特別控除額 ― △3.7％ 

その他 ― 1.1％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ― 35.3％ 
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(１株当たり情報) 

 
(注) １  潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。 

２  １株当たり当期純利益又は当期純損失の算定上の基礎は、次のとおりです。 

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

 
  

 (自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

前事業年度
(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当事業年度

１株当たり純資産額 (円) 7,355.81 7,420.20 

１株当たり当期純利益又は当期純損失(△) (円) △296.56 109.70 

 (自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

前事業年度
(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当事業年度

当期純利益又は当期純損失(△) (百万円) △37,923 14,028 

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ― 

普通株式に係る当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(百万円) △37,923 14,028 

普通株式の期中平均株式数 (千株) 127,878 127,877 

銘柄
株式数 
(株)

貸借対照表計上額 
(百万円)

投資有価 
証券 

その他 
有価証券 

㈱バンダイナムコホールディングス 3,845,700 6,403 

㈱京都銀行 4,542,297 4,169 

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 2,455,870 1,370 

㈱りそなホールディングス 647,469 315 

三井住友トラスト・ホールディングス㈱ 609,200 269 

SanDisk Corporation 51,426 265 

凸版印刷㈱ 365,770 247 

野村ホールディングス㈱ 321,901 185 

日本写真印刷㈱ 104,104 173 

㈱京都放送 2,600 130 

コナミ㈱ 63,734 120 

㈱スクウェア・エニックス・ 
ホールディングス 

91,252 91 

その他22銘柄 1,147,255 321 

小計 14,248,578 14,064 

計 14,248,578 14,064 
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【債券】 

 
  

銘柄 券面総額
貸借対照表計上額 

(百万円)

有価証券 

満期保有 
目的の債券 

Honu Finance Limited 債 20,000百万円 19,984 

Morgan Stanley Secured Financing LLC. 債 10,000百万円 10,000 

Goldman Sachs International 債 100百万米ドル 9,405 

Honu Finance Limited 債 50百万ユーロ 6,036 

Morgan Stanley Secured Financing LLC. 債 50百万ユーロ 6,036 

MARC Finance Limited 債 5,000百万円 5,000 

Nomura Europe Finance N.V. 債 30百万米ドル 2,821 

Citigroup Inc. 債 20百万ユーロ 2,454 

Goldman Sachs International 債 2,000百万円 2,000 

三井住友銀行 債 20百万米ドル 1,888 

小計
150百万米ドル 
120百万ユーロ 
37,000百万円 

65,626 

その他 
有価証券 

UFJ Finance Aruba A.E.C. 債 30百万米ドル 2,868 

三菱東京UFJ銀行 債 30百万米ドル 2,855 

Citigroup Inc. 債 30百万米ドル 2,847 

BNP Paribas 債 20百万米ドル 1,871 

JPMorgan Chase & Co. 債 10百万ユーロ 1,238 

The Goldman Sachs Group, Inc. 債 10百万ユーロ 1,211 

小計
110百万米ドル 
20百万ユーロ 

12,893 

投資有価 
証券 

その他 
有価証券 

Bank of America Corporation 債 60百万米ドル 5,846 

Barclays Bank PLC 債 40百万ユーロ 5,080 

Citigroup Global Markets Inc. 債 5,000百万円 5,000 

The Goldman Sachs Group, Inc. 債 50百万米ドル 4,968 

JPMorgan Chase & Co. 債 30百万ユーロ 3,823 

Citigroup Global Markets Inc. 債 30百万ユーロ 3,621 

BNP Paribas 債 30百万米ドル 2,904 

ING Bank N.V. 債 30百万米ドル 2,816 

Morgan Stanley 債 20百万米ドル 1,961 

三井住友銀行 債 20百万米ドル 1,957 

BNP Paribas 債 10百万ユーロ 1,260 

Morgan Stanley 債 10百万ユーロ 1,204 

Nomura Europe Finance N.V. 債 1,000百万円 995 

Barclays Bank PLC 債 10百万米ドル 972 

小計
220百万米ドル 
120百万ユーロ 
6,000百万円 

42,413 

計
480百万米ドル 
260百万ユーロ 
43,000百万円 

120,933 
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【その他】 

 
  

【有形固定資産等明細表】 

 
(注) １  無形固定資産の金額は資産の総額の１％以下であるため、「当期首残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略しています。 

２  上記の長期前払費用には、退職給付に係る前払年金費用を含みません。 

３  長期前払費用は、主に支出の効果の及ぶ期間に応じて償却しています。 

４  「当期減少額」の(  )内は、減損損失の計上額で内数です。 

  

【引当金明細表】 

 
(注)  貸倒引当金の「当期減少額(その他)」は、債権回収等に伴う戻入額64百万円及び洗替額０百万円です。 

  

銘柄 投資口数
貸借対照表計上額 

(百万円)

有価証券 
満期保有 
目的の債券 

譲渡性預金(５銘柄) ― 258,000 

合同運用金銭信託(３銘柄) ― 15,000 

小計 ― 273,000 

計 ― 273,000 

資産の種類
当期首残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価 
償却累計額 

又は 
償却累計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 

(百万円)

有形固定資産        

建物 27,353 113 160 27,305 17,696 566 9,609 
   (0)    

構築物 1,284 92 49 1,327 1,069 31 258 
        

機械及び装置 16,953 236 151 17,038 10,756 5,624 6,282 

車両運搬具 175 2 5 172 153 14 18 

工具、器具及び備品 20,128 1,715 2,527 19,316 17,671 1,893 1,645 

   (0)    

土地 36,827 ― 7 36,820 ― ― 36,820 
        

建設仮勘定 2,458 1,911 12 4,357 ― ― 4,357 

有形固定資産計 105,180 4,071 2,914 106,338 47,346 8,131 58,991 

   (1)    

無形固定資産        

特許権 ― ― ― 196 65 24 130 

商標権 ― ― ― 39 20 3 18 

ソフトウエア ― ― ― 1,163 564 204 599 

その他 ― ― ― 0 0 0 0 

無形固定資産計 ― ― ― 1,400 651 232 748 

長期前払費用 175 163 109 229 3 0 226 

繰延資産        

― ― ― ― ― ― ― ― 

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ― 

区分
当期首残高 
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額 
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額 
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 414 0 － 64 350 

賞与引当金 2,490 2,047 2,490 － 2,047 
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(2) 【主な資産及び負債の内容】 

当事業年度末(平成25年３月31日)における主な資産及び負債の内容は、次のとおりです。 

①  現金及び預金 

 
  

②  受取手形 

相手先別内訳 

 
  

期日別内訳 

 
  

③  売掛金 

相手先別内訳 

 
  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 
(注) １  上記金額には、消費税等を含みます。 

２  回収率及び滞留期間の算出方法は次のとおりです。 

 
  

区分
金額 

(百万円)

現金 2 

 当座預金 96 

 普通預金 8 

預金 通知預金 34,185 

 定期預金 372,013 

 預金計 406,302 

合計 406,305 

相手先
金額 

(百万円)

㈱カプコン 5 

合計 5 

期日
金額 

(百万円)

平成25年４月 0 

平成25年５月 4 

合計 5 

相手先
金額 

(百万円)

Nintendo of America Inc. 44,821 

Nintendo of Europe GmbH 38,231 

ジェスネット㈱ 4,608 

㈱アジオカ 2,884 

トイズユニオン㈱ 1,460 

その他 4,373 

合計 96,381 

当期首残高 
(百万円)

当期発生高 
(百万円)

当期回収高 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

回収率 
(％)

滞留期間 
(日)

68,208 620,627 592,454 96,381 86.0 48.4 

回収率 ＝ 当期回収高    ÷   (当期首残高 ＋ 当期発生高) 

滞留期間 ＝
当期首残高    ＋    当期末残高

÷
当期発生高

２ 365
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④  たな卸資産 

製品 

 
  

仕掛品 

 
  

原材料及び貯蔵品 

 
  

種別
金額 

(百万円)

 ハードウェア 19,803 

レジャー機器 ソフトウェア 365 

 レジャー機器計 20,168 

その他 58 

合計 20,227 

種別
金額 

(百万円)

 ハードウェア 1,987 

レジャー機器 ソフトウェア 0 

 レジャー機器計 1,987 

その他 6 

合計 1,993 

区分 種別
金額 

(百万円)

原材料 

 ハードウェア 7,248 

レジャー機器 ソフトウェア 744 

 レジャー機器計 7,992 

その他 12 

小計 8,004 

貯蔵品 

修理用部品 899 

金型・検査機材 267 

開発用機材 59 

その他 77 

小計 1,303 

合計 9,308 
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⑤  支払手形 

相手先別内訳 

 
(注)  上記金額には、設備関係支払手形を含みます。 

  

期日別内訳 

 
  

⑥  買掛金 

相手先別内訳 

 

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

相手先
金額 

(百万円)

和多田印刷㈱ 515 

㈱大和産業 472 

㈱新生工業 280 

伊藤忠テクノソリューションズ㈱ 204 

山口証券印刷㈱ 106 

その他 226 

合計 1,805 

期日
支払手形 
(百万円)

設備関係支払手形 
(百万円)

平成25年４月 751 54 

平成25年５月 545 72 

平成25年６月 157 ― 

平成25年７月 175 48 

合計 1,629 176 

相手先
金額 

(百万円)

パナソニック㈱ 18,139 

ピーケーエム㈱ 15,195 

ホシデン㈱ 11,109 

㈱メガチップス 9,920 

シャープ㈱ 9,118 

その他 36,501 

合計 99,985 
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注)  当社の株主は、その有する単元未満株式について、以下に掲げる権利以外の権利を行使することができない旨

を当社定款に定めています。 

①  会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

②  会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

③  株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利 

④  株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利 

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日 

１単元の株式数 100株 

単元未満株式の買取り・
買増し 

 

取扱場所 大阪市中央区北浜四丁目５番33号  三井住友信託銀行㈱  証券代行部 

株主名簿管理人 

 
 

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号  三井住友信託銀行㈱ 

(特別口座) 
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号  三井住友信託銀行㈱ 

買取・買増手数料 
 
 
 

１株当たりの買取または買増単価に１単元の株式数を乗じた金額のうち、100万円以下の
部分の1.15％と、100万円を超える部分の0.9％を加算した額を、買取または買増請求株式
数で按分した額とする。 
ただし、円未満の端数が生じるときはこれを切り捨てる。 

公告掲載方法 
  
 
  

電子公告 
(ホームページアドレス  http://www.nintendo.co.jp/ir/index.html) 
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができない
場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 

株主に対する特典 該当事項はありません。 
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第７ 【提出会社の参考情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書 

事業年度  第72期(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)平成24年６月29日関東財務局長に提出。 

  

(2) 内部統制報告書 

平成24年６月29日関東財務局長に提出。 

  

(3) 四半期報告書及び確認書 

第73期第１四半期(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)平成24年８月10日関東財務局長に提出。 

第73期第２四半期(自  平成24年７月１日  至  平成24年９月30日)平成24年11月９日関東財務局長に提出。 

第73期第３四半期(自  平成24年10月１日  至  平成24年12月31日)平成25年２月14日関東財務局長に提出。 

  

(4) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(株主総会における議決権行使の結果)に基づく臨

時報告書を平成24年７月２日関東財務局長に提出。 

  

１ 【提出会社の親会社等の情報】

２ 【その他の参考情報】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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平成２５年６月２６日

任  天  堂  株  式  会  社 

取  締  役  会  御  中 

  
 

  
 

  
 

  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる任天堂株式会社の平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算

書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。 

  

連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  

監査意見 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、任

天堂株式会社及び連結子会社の平成２５年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

京  都  監  査  法  人 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  鍵          圭 一 郎    ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  田    村          透    ㊞ 



  
＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、任天堂株式会社の平成２５年

３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。 

  

内部統制報告書に対する経営者の責任 

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。 

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。 

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  

監査意見 

当監査法人は、任天堂株式会社が平成２５年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記

の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、

財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以    上 
  

 
  

(注) １．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添
付する形で別途保管しています。 

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 

 



 

  

平成２５年６月２６日

任  天  堂  株  式  会  社 

取  締  役  会  御  中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる任天堂株式会社の平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日までの第７３期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行っ

た。 

  

財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  

監査意見 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、任天堂

株式会社の平成２５年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以    上 
  

 
  

独立監査人の監査報告書
 

京  都  監  査  法  人 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  鍵          圭 一 郎    ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  田    村          透    ㊞ 

(注) １．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付す
る形で別途保管しています。 

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 

 



 

  

【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成25年６月28日 

【会社名】 任天堂株式会社 

【英訳名】 Nintendo Co., Ltd. 

【代表者の役職氏名】 取締役社長    岩田  聡 

【最高財務責任者の役職氏名】 常務取締役  経営統括本部長兼総務本部長    君島  達己 

【本店の所在の場所】 京都市南区上鳥羽鉾立町11番地１ 

【縦覧に供する場所】 任天堂株式会社  東京支店 

 (東京都台東区浅草橋５丁目21番５号) 

 株式会社東京証券取引所 

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 株式会社大阪証券取引所 

 (大阪市中央区北浜１丁目８番16号) 



取締役社長 岩田聡及び常務取締役 経営統括本部長兼総務本部長 君島達己は、当社の第73期(自  平成24年４月１

日  至  平成25年３月31日)の有価証券報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確

認しました。 

  

特記すべき事項はありません。 

  

１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】



 

  

【表紙】  

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成25年６月28日 

【会社名】 任天堂株式会社 

【英訳名】 Nintendo Co., Ltd. 

【代表者の役職氏名】 取締役社長    岩田  聡 

【最高財務責任者の役職氏名】 常務取締役  経営統括本部長兼総務本部長    君島  達己 

【本店の所在の場所】 京都市南区上鳥羽鉾立町11番地１ 

【縦覧に供する場所】 任天堂株式会社  東京支店 

 (東京都台東区浅草橋５丁目21番５号) 

 株式会社東京証券取引所 

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 株式会社大阪証券取引所 

 (大阪市中央区北浜１丁目８番16号) 



取締役社長 岩田聡及び常務取締役 経営統括本部長兼総務本部長 君島達己は、当社の財務報告に係る内部統制の整

備及び運用に責任を有しており、企業会計審議会の公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに

財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する実施基準の設定について(意見書)」に示されている内部統制の基本

的枠組みに準拠して財務報告に係る内部統制を整備及び運用しています。 

なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その目的を合理

的な範囲で達成しようとするものです。このため、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には

防止または発見することができない可能性があります。 

  

財務報告に係る内部統制の評価は、当連結会計年度の末日である平成25年３月31日を基準日として行われており、

評価に当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠しました。 

本評価においては、全社的な内部統制の評価を行った上で、その結果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを

選定しています。当該業務プロセスの評価においては、選定された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性

に重要な影響を及ぼす統制上の要点を識別し、当該統制上の要点について整備及び運用状況を評価することによっ

て、内部統制の有効性に関する評価を行いました。 

財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、当社並びに連結子会社及び持分法適用会社について、財務報告の信頼性

に及ぼす影響の重要性の観点から必要な範囲を決定しました。財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性は、金額的及

び質的影響の重要性を考慮して決定しており、当社及び連結子会社11社、計12社を対象として行った全社的な内部統

制の評価結果を踏まえ、業務プロセスに係る内部統制の評価範囲を合理的に決定しました。なお、連結子会社17社及

び持分法適用関連会社４社については、金額的及び質的重要性の観点から僅少であると判断し、全社的な内部統制の

評価範囲に含めていません。 

決算・財務報告プロセスは一部簡易な手続きを行った連結子会社も含め、全社的な内部統制の評価を行った会社を

評価対象としました。 

決算・財務報告プロセス以外の業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、各事業拠点の当連結会計年度

の売上高(連結会社間取引消去後)の金額が高い拠点から合算していき、当連結会計年度の連結売上高の概ね2/3に達し

ている事業拠点を「重要な事業拠点」としました。選定した重要な事業拠点においては、企業の事業目的に大きく関

わる勘定科目として売上高、売掛金及び棚卸資産に至る業務プロセスを評価の対象としました。さらに、選定した重

要な事業拠点については、金額的に重要である勘定科目や見積り・予測を伴う重要な勘定科目に係る業務プロセスを

財務報告への影響を勘案して重要性の大きい業務プロセスとして評価対象に追加しています。 

  

上記の評価の結果、当連結会計年度末日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は有効であると判断しまし

た。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

１ 【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

２ 【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

３ 【評価結果に関する事項】

４ 【付記事項】

５ 【特記事項】
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